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資料１ 女性の地位向上に関する国際的な取組 

 

１ 国際連合における女性の地位向上の取組 

(1) 国際連合の発足 

  大正８（1919）年、国際連盟 76は、国際協力を促進し、平和安寧を完成

することを目的に設立された。しかし、国際連盟発足の約 20 年後には、

第二次世界大戦が勃発し、その無力さが露呈した。 

  その反省を踏まえ、昭和 18（1943）年、米、英、ソ、中の４か国は、国

際連盟に代わる国際安全保障機構の早期設立等を内容とするモスクワ宣

言を採択し、第二次世界大戦終結直後の昭和 20（1945）年、国際連合 77（国

連）が発足した。 

  昭和 21（1946）年の国連設立総会には 17 人の女性が出席した。米国の

国連代表エレノア・ルーズヴェルトは、女性の国連への参加の必要性を訴

えるとともに、加盟国政府に女性の政治への積極的参加を奨励するよう求

めた 78。 

 

(2) 国際連合憲章 

  国際連合憲章（国連憲章）においては、人権に関する規定が設けられ、

国連の目的の中に、人種、性、言語又は宗教の差別なく全ての者の人権及

び基本的自由を尊重することが盛り込まれた。 

  また、昭和 21（1946）年には、経済社会理事会の下に人権委員会 79が設

置され、その下部組織として、女性の地位小委員会が設置された。女性の

地位小委員会は、設置の４か月後には、女性の地位委員会 80と改称され、

人権委員会と同等の立場に格上げとなった。 

  国連憲章に人権規定が設けられた背景としては、ナチス・ドイツなどに

よる人権弾圧を踏まえて、人権を国際的に保障する必要性が認識されたこ

とや、第二次世界大戦において連合国が人権の尊重を戦争目的に掲げたこ

となどが挙げられる 81。 

                                                   
76
 The League of Nations 

77
 United Nations 

78
 国際女性の地位協会編『女性関連法データブック』有斐閣（1998）２頁。 

79
 人権委員会は、平成 18（2006）年に人権理事会が設立されたことに伴い、廃止された。 

80
 英名は、United Nations Commission on the Status of Women。我が国では、当初、内閣府男

女共同参画局等において、婦人の地位委員会と訳されていた。 
81
 中谷和弘・植木俊哉・河野真理子・森田章夫・山本良『国際法（第４版）』有斐閣（2021）

【調査局内閣調査室作成】 
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(3) 世界人権宣言 

 ア 経緯 

   国連憲章の人権規定は抽象的で具体性を欠いていたため、人権委員会

において、人権規定を具体化する作業が行われ、昭和 23（1948）年、世

界人権宣言が国連総会において採択された。 

   人権委員会は、当初、単一の国際人権章典の作成を目指したが、権利

の範囲や拘束力の有無などを巡って各国の意見が異なり、作成は難航し

た。そこで、法的な拘束力はないが全ての国によって尊重されるべき目

標を宣言する人権宣言と法的な拘束力をもつ国際人権規約に分離し、世

界人権宣言が先行して採択された。 

   なお、国際人権規約については、昭和 41（1966）年、「経済的、社会

的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約）」、「市民的及び政治

的権利に関する国際規約（自由権規約）」及び「市民的及び政治的権利

に関する国際規約の選択議定書（自由権規約の選択議定書）」が国連総

会で採択された。 

 イ 主な内容 

   世界人権宣言は、全ての人間の平等、政治的権利、経済・社会的権利

等を規定している。なお、全ての人は性別等により差別されることなく、

この宣言に掲げる全ての権利と自由とを享有できるとされている。 

 

平等及び差別の禁止

に関する規定 

・すべての人間は、生まれながらにして自由であ

り、かつ、尊厳と権利について平等である。 

・人間は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政

治上その他の意見、国民的若しくは社会的出

身、財産、門地その他の地位又はこれに類する

いかなる事由によっても差別されない。 

市民的及び政治的権

利に関する規定 

・生命、身体及び司法手続に関する保障 

・自由権的権利 

・プライバシーの保護及び婚姻の自由 

・他国へ避難する権利及び国籍をもつ権利 

・政治的権利 

経済的、社会的及び

文化的権利に関する

規定 

・労働基本権 

・社会保障、母性及び児童の保護等に関する権利 

・教育及び文化に関する権利 

                                                   
232 頁。 
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(4) 女性の参政権に関する条約 

 ア 経緯 

   国連の発足当初、原加盟国 51 か国のうち、女性が男性と同等の選挙

権を有する国は 25 か国であった 82。また、世界人権宣言採択後の昭和 25

（1950）年時点においても、20 か国以上で女性の参政権が認められてい

なかった 83。 

   こうした状況の下、昭和 27（1952）年に、女性の参政権に関する条約

が国連総会で採択された。 

 イ 主な内容 

   女性の参政権に関する条約は、女性の政治的権利について平等な地位

を保障する世界初の国際法である。本条約においては、 

  ① 女性の選挙権 

  ② 被選挙権 

  ③ 公職に就く権利 

  について、女性は、「なんらの差別も受けることなく、男子と同等の条

件で」権利を有すると規定された。 

 

(5) 女子差別撤廃条約（第３－６〔218 頁〕参照） 

 ア 経緯 

   包括的な性差別撤廃の基準を示すため、昭和 42（1967）年の国連総会

において、女子差別撤廃宣言が採択された。しかし、女子差別撤廃宣言

には、法的拘束力がなく、男女平等の実現には至らなかった。 

   そこで、昭和 47（1972）年には女性の地位委員会において、新たに男

女平等に関する包括的で法的拘束力を有する条約を採択することが望

ましいとの決議がなされた。これを受け、昭和 54（1979）年、国連総会

において「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」（女

子差別撤廃条約）が採択された。 

 イ 主な内容 

   女子差別撤廃条約は、女子差別の撤廃に関する包括的な国際法規範で

ある。本条約は、令和２（2020）年 10 月時点で、我が国をはじめ 189 か

                                                   
82
 国連女性の地位向上部ホームページ “Short History of the Commission on the Status of 

Women”〈http://www.un.org/womenwatch/daw/CSW60YRS/CSWbriefhistory.pdf〉（2022.5.18 閲覧） 
83
 国連女性の地位向上部ホームページ “Short History of the Commission on the Status of 

Women”〈http://www.un.org/womenwatch/daw/CSW60YRS/CSWbriefhistory.pdf〉（2022.5.18 閲覧） 
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国が締約国となっており 84、女性の権利の世界標準としての役割を果た

している。 

 

総論 ・締約国の女子差別撤廃義務 

・締約国による女子の能力開発及び能力向上の

確保 

・男女の実質的な平等を達成するための暫定的

な特別措置の許容 

・男女の役割に基づく偏見等の除去 

・人身売買・売春の禁止 

公的生活に関する権

利 

・政治的・公的活動における平等 

・国際的活動への参加の平等 

・国籍に関する権利の平等 

社会生活に関する権

利 

・教育、雇用、保健、経済的・社会的活動におけ

る平等 

・農村における差別の撤廃 

私的生活に関する権

利 

・法の下の平等 

・婚姻・家族関係における差別の撤廃 

 

 ウ 特色 

   本条約においては、「あらゆる形態の差別」が撤廃の対象とされる。

すなわち、差別の主体には、国や公的機関だけでなく、個人や団体、企

業なども含まれ、差別の形態としては、法律や規則だけでなく、慣習や

慣行も含まれる。 

   また、事実上の平等を目指す観点から、女子差別を除去するための「暫

定的な特別措置」が許容されている。具体的には、指導的地位に関して

女性に一定の人数や比率を割り当てる制度（クオータ制）などが認めら

れている。 

   さらに、社会及び家庭における男女の伝統的役割を変更することが男

女の完全な平等の達成に必要であるとされた。これは、家事・育児に関

する責任が女性にあるとしていた従来の考え方とは一線を画するもの

であった。 

                                                   
84
 外務省ホームページ「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 締約国一覧」 

〈https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/3b_001_1.html〉（2022.5.18 閲覧） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/3b_001_1.html
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 エ 実効性を担保するための方策 

   女子差別撤廃の実効性を担保するため、締約国から国連への報告義務

を課すとともに、女子差別撤廃委員会による勧告制度が定められた。ま

た、締約国は条約の国内適用のために必要な措置をとることが義務付け

られた。 

 

２ 世界女性会議 

(1) 世界行動計画 

 ア 経緯 

   1960 年代後半から欧米を中心に女性解放運動 85が展開される中、昭和

47（1972）年、国連総会において昭和 50(1975)年を国際婦人年とし、女

性の地位の向上に向けた活動を行うことが決定された。 

   これを受け、昭和 50（1975）年、メキシコシティにおいて第１回世界

女性会議が開催され、国際婦人年以降 10 年間で行うべき行動の指針を

定めた「世界行動計画」が採択された。 

 イ 内容 

   同計画は、昭和 60（1985）年までに各国政府が女性の地位向上に取り

組むため、国際協力及び国際平和の強化、政治参加、教育、雇用、健康

等の分野を含む包括的ガイドラインを示し、各国政府に行動計画の作成

を要請するものである。 
 

国内行動 ・女性の問題に関する行政組織の設置 

・男女平等に関する国内法の整備 

・関係諸条約の批准 

国内行動のための特

定分野（政治参加） 

・政治活動（投票、被選挙権、公職就任等）への女性

の平等な参加に関する法整備 

・政治活動への女性の参加のための目標設定 

研究・資料収集及び分

析 

・国際的な統一基準の設定 

世界的行動 

 

・国連の開発計画や国際的な技術協力への女性の参

画 

・条約及び国際基準の設定及び実施 

地域活動 ・地域委員会による戦略の作成及び戦略の実施に必

要な支援 

・常設機構の設置 

再検討及び評価 ・国連及び各国における定期的再検討及び評価（２

年ごと） 

                                                   
85 ウーマンリブ（Women’ｓ Liberation Movement）や第２波フェミニズムと呼ばれる。 
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(2) 国連婦人の 10 年後半期行動プログラム 

 ア 経緯 

   昭和 50（1975）年、第 30 回国連総会において、昭和 51（1976）年か

ら昭和 60（1985）年までの 10 年間を「国連婦人の 10 年」とするととも

に、「世界行動計画」の実施状況について再検討する世界会議を昭和 55

（1980）年に開催することとされた。これを受け、昭和 55（1980）年７

月、コペンハーゲン（デンマーク）において第２回世界女性会議が開催

され、「国連婦人の 10 年後半期行動プログラム」が採択された。 

 イ 内容 

   同プログラムは、国連婦人の 10 年の前半期における「世界行動計画」

の実施状況の検討及び評価を踏まえ、「雇用、健康、教育」などの分野

において、各国政府や国際機関がとるべき行動を掲げ、勧告等を行うこ

ととしている。 

 

国内レベルの行動

プログラム 

・社会的経済的開発への女性の全面参加のため

の国家機構及び立法措置の整備 

・「雇用、健康、教育」に関連する行動の目標及

び優先分野に関する国の計画立案 

国際・地域レベルの

行動プログラム  

 

・国連機関による開発への女性の参加のための

プログラムの設定及びプログラムの実施への

支援 

・女性、特に社会の貧しい部門の女性を農業、工

業へ参加させるための手段の研究 

 

(3) 婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略 

 ア 経緯 

   「国連婦人の 10 年」の最終年に当たる昭和 60（1985）年７月、ナイ

ロビ（ケニア）において第３回世界女性会議が開催され、「婦人の地位

向上のためのナイロビ将来戦略」（ナイロビ将来戦略）が採択された。 

 イ 内容 

   「ナイロビ将来戦略」では、平等、開発、平和の達成を妨げている障

害を示し、その克服のための基本戦略及び各国内で実施すべき措置が示

されている。 
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平等 憲法上及び法制上の措置 

・既婚女性に平等の権利義務を与える 

・雇用、教育、職業訓練に関する機会の平等 

・同一価値労働同一賃金 

・働く女性の保護についての法整備 

政治的参加及び意思決定における平等 

・国及び地方の立法機関への女性の参加 

発展 ・雇用、健康、教育分野等における女性の参加 

・女性団体への財政的、組織的支援 

平和 ・国際平和と協力の推進に関する意思決定過程への女性の参

加 

・公務、外交及び国際会議への女性の参加 

 

(4) ナイロビ将来戦略勧告 

 ア 経緯 

   昭和 62（1987）年、国連経済社会理事会において、ナイロビ将来戦略

の実施を見直し評価するために、1990 年代及び平成 12（2000）年に世

界女性会議を開催することが勧告された。これを受け、平成２（1990）

年５月、国連経済社会理事会において、「ナイロビ将来戦略勧告 86」が採

択され、1990 年代においてナイロビ将来戦略の実施ペースを早めるこ

とが求められた。 

 イ 内容 

   同勧告では、政府、政党、労働組合、職業団体等は、平成 12（2000）

年までに男女の平等参加を達成するため、平成７（1995）年までに指導

的地位に就く女性の割合を少なくとも 30％にまで増やすという目標を

目指すこととした。 

 

(5) 北京宣言・行動綱領 

 ア 経緯 

   ナイロビ将来戦略勧告の見直し・評価を行い、平成 12（2000）年に向

けた今後５年間の優先行動計画を立てるため、平成７（1995）年９月、

第４回世界女性会議が北京で開催され、「北京宣言」及び「行動綱領」

                                                   
86
 婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略に関する第１回見直しと評価に伴う勧告及び結論。 
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が採択された。 

 イ 内容 

   「行動綱領」においては、「女性の権利は普遍的な人権である」こと

が確認されるとともに、貧困、教育、健康、女性に対する暴力、女児等

の 12 分野が重要分野とされた。「行動綱領」により各国政府は、平成８

(1996)年末までに自国の行動計画を策定することを求められた。 

   また、「行動綱領」では、国連の文書としては、初めて正式に、「ジェ

ンダー」という言葉が用いられた。これは、社会的・文化的性別を表す

概念であり、社会的・文化的につくられた性別が男女の役割を固定化し

ていることが男女格差につながっているという認識を示すものであっ

た。 

 

(6) 第４回世界女性会議以降 

  平成 12（2000）年６月、国連特別総会「女性 2000 年会議」がニューヨ

ーク国連本部で開催された。 

  同会議では、各国政府による「北京宣言及び行動綱領」の実施の決意を

再確認する「政治宣言」と、各国政府、国際機関及び市民社会が取るべき

行動等を提言する「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニ

シアティブ」（いわゆる「成果文書」）が採択された。 

  以降、５年ごとに、国連女性の地位委員会は、北京宣言及び行動綱領と

第 23 回国連特別総会「女性 2000 年会議」成果文書について、各国におけ

る実施状況の評価及び見直しを行うとともに、女性の人権に関わる継続

的・緊急的テーマに関する決議等を採択している。 

 

３ ジェンダー・ギャップ指数（Gender Gap Index：GGI） 

  （算出方法・留意点については、資料２〔279 頁〕参照） 

(1) 意義 

  ジェンダー・ギャップ指数は、男女平等の達成度を表すもので、世界経

済フォーラム（ＷＥＦ）が平成 18（2006）年以降、ほぼ毎年発表している。

なお、世界経済フォーラムは、世界各国の指導者層の交流促進を目的とし

た独立・非営利団体であり、企業や団体からの寄附金によって支えられて

いる。 

  男女共同参画に関する国際的な指数には、ジェンダー・ギャップ指数の

ほかに、国連開発計画（ＵＮＤＰ）が発表するジェンダー開発指数（ＧＤ
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Ｉ）やジェンダー不平等指数（ＧＩＩ）がある（図表１）。 

 

図表１ 男女共同参画に関する指数 

指数 構成指標 我が国の順位 

ジェンダー・ギャップ

指数 

経済、教育、健康、政治 
120 位/156 か国 87 

ジェンダー開発指

数 

健康、知識、生活水準 
55 位/167 か国 88 

ジェンダー不平等

指数 

性と生殖に関する健康※１ 

（妊産婦死亡率、15～19 歳の女

性 1000 人当たりの出産数） 

エンパワーメント※２ 

（女性国会議員の割合、中等高

等教育の達成度） 

労働市場への参加 

24 位/162 か国 89 

※１：単に疾病、障害がないだけでなく、身体的、精神的、社会的に完全に良好な

状態にあることを指す 

※２：能力開発や権限付与により力をつけること  

（内閣府男女共同参画局ホームページ等を基に内閣調査室作成） 

 

  ジェンダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）は、国の発展度合いを考慮せずに、

各国における相対的な男女間格差を測るのに対し、ジェンダー不平等指数

（ＧＩＩ）は、男女間の不平等が原因で人間開発の達成度がどの程度損な

われているかを測るという点で異なる。 

 

(2) 算出方法  

  経済、教育、健康、政治の４分野 14 項目を構成指標としている（図表

２）。経済、教育、健康、政治の４分野ごとに各使用データをウェイト付

けしてスコアを算出し、４分野ごとのスコアを単純平均して全体の総合ス

コアを算出し、スコア順に各国を順位付けしている。 

 

                                                   
87
 令和３年３月 31 日発表。 

88
 令和２年 12 月 15 日発表。 

89
 令和２年 12 月 15 日発表。 
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図表２ ジェンダー・ギャップ指数の評価項目 

（世界経済フォーラム「Global Gender Gap Report 2021」を基に内閣調査室作成） 

 

(3) 我が国の順位 

  我が国の順位は、156 か国中 120 位と低く、特に、政治分野においては

147 位と極めて低い。 

 

図表３ 我が国のジェンダー・ギャップ指数 

 スコア 
順位 

（156 か国中） 

総合 0.656 120 

経済分野 0.604 117 

教育分野 0.983 92 

健康分野 0.973 65 

政治分野 0.061 147 

（世界経済フォーラム「Global Gender Gap Report 2021」を基に内閣調査室作成） 

 

(4) ジェンダー・ギャップ指数向上に向けた取組 

 ア 政治分野 

   政府は、令和２（2020）年 12 月に閣議決定された第五次男女共同参

画基本計画に基づき、国政選挙候補者に占める女性割合の数値目標の設

定や、候補者の一定割合を女性に割り当てる制度（クオータ制）等の実

施を各党に要請している。 

 イ 経済分野 

   政府は、第五次男女共同参画基本計画に基づき、企業に対し、管理職

への女性の登用に関する数値目標の設定等を促している。また、政府は、

女性起業家に対する資金繰り支援等も行っている。   

経済分野 ・労働参加率 ・賃金格差  

・年間所得 ・指導的地位にある者の比率 

・専門職の比率 

教育分野 ・識字率 ・初等、中等、高等教育の各在学率 

健康分野 ・新生児の男女比率 ・健康寿命 

政治分野 ・女性国会議員の割合 ・女性閣僚の割合 

・行政府の長の在任年数 
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資料２ ジェンダー・ギャップ指数（Gender Gap Index：ＧＧＩ）に

ついて 

 

１ 算出方法 

(1) 分野及び評価項目 

  ジェンダー・ギャップ指数は、経済、教育、健康、政治の４分野におけ

る 14 の評価項目について測定される（図表１）。 
 

図表１ ジェンダー・ギャップ指数の分野及び評価項目 

 ※１：世界経済フォーラム「The Executive Opinion Survey」による各国の企業経

営者へのアンケート調査における７段階評価の回答結果（日本では毎年 100

名程度が回答） 

 ※２：当該データが利用できない場合は、中等教育に就学した者の女性比率を使用 

 ※３：過去５年間の平均 

 ※４：病気又は怪我により「完全な健康（full health）」ではない状態 

 ※５：二院制の場合は下院のデータを使用 

 ※６：世襲制の国王などは対象外 

経済 

分野 

労働参加率 労働力人口（就業者＋完全失業者）／生産年齢人

口 

賃金格差 類似の仕事に関する男女の賃金格差※１ 

年間所得 １人当たりの推定平均年間所得 

指導的地位にある者

の比率 

国会議員、政府高官、企業経営者等における男女

比率 

専門職の比率 専門職及び技術職等における男女比率 

教育 

分野 

識字率 15 歳以上人口のうち、読み書き能力及び簡単な

計算能力を持つ者の割合 

初等教育在学率 初等教育段階の就学年齢の就学者数/初等教育段

階の就学年齢人口 

中等教育在学率 中等教育段階の就学年齢の就学者数/中等教育段

階の就学年齢人口※２ 

高等教育在学率 高等教育段階の就学者数/高等教育段階の就学年

齢人口 

健康 

分野 

新生児の男女比率 女性の出生数／男性の出生数※３ 

健康寿命 （平均寿命）－（不健康な状態の期間※４） 

政治 

分野 

女性国会議員の割合 国会議員の総議席に占める女性の割合※５ 

女性閣僚の割合 政府の閣僚職に占める女性の割合 

行政府の長の在任年

数 

過去 50 年間に女性が行政府の長（大統領、首相）

に就いた年数※６ 

（世界経済フォーラム「Global Gender Gap Report 2021」等を基に内閣調査室作成） 

【調査局内閣調査室作成】 
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(2) スコア及び順位 

  各国の評価項目別、分野別及び総合の順位は、以下の手順によって算出

されたスコアの高い順とされる。 

①  評価項目について、女性対男性の比率を算出する 

②  評価項目の標準偏差を算出する 

③  標準偏差に基づき、各評価項目が分野内に占める比重を算出する 

④  各評価項目の値を加重平均し、各分野のスコアを算出する（最高は１、

最低は０） 

⑤  ４分野のスコアを単純平均し、総合スコアを算出する 

 

図表２ ＧＧＩの比重及び標準偏差 

 比重 標準偏差 

経済

分野 

労働参加率 0.199 0.160 

賃金格差 0.310 0.103 

年間所得 0.221 0.144 

指導的地位にある者の比率 0.149 0.214 

専門職の比率 0.121 0.262 

教育

分野 

識字率 0.191 0.145 

初等教育在学率 0.459 0.060 

中等教育在学率 0.230 0.120 

高等教育在学率 0.121 0.228 

健康

分野 

新生児の男女比率 0.693 0.010 

健康寿命 0.307 0.023 

政治

分野 

女性国会議員の割合 0.310 0.166 

女性閣僚の割合 0.247 0.208 

行政府の長の在任年数 0.443 0.116 

   （注１）標準偏差とは、データのばらつきを示す指標であり、ばらつきが大き

いほど大きくなる。 

   （注２）各評価項目の比重は、標準偏差が小さいほど大きくなる。 

（世界経済フォーラム「Global Gender Gap Report 2021」を基に内閣調査室作成） 

 

 

  



  

281 

 

２ 留意点 90 

  世界経済フォーラムは、ＧＧＩに関する留意点として、次の（1）～（3）

を挙げている。 

(1) 絶対的な水準ではなく相対的な格差を測る 

  ＧＧＩは、相対的な格差を測るものであり、絶対的な水準は考慮されな

い。例えば、日本の健康寿命は、女性が 75.5 歳、男性が 72.6 歳であり、

スコア（男女比）は 1.040（72 位）である。他方、ザンビアの健康寿命は、

女性が 56.3 歳、男性が 52.5 歳であるが、スコアは 1.060 と日本より高

く、健康寿命の評価項目で 1 位となっている。 

 

(2) 政策等ではなく成果で測る 

  ＧＧＩの評価項目は、各国の政策や習慣等に関する指標ではなく、成果

に関する指標で構成されている。例えば、経済分野では、産休期間といっ

た政策的な指標は含まれない。 

 

(3) 改善状況ではなく格差の度合いで測る 

 ア 原則 

   スコアの算出は、女性の地位の改善状況ではなく、男女間の格差の度

合いによって行われる。そのため、女性の指標が男性の指標を上回った

場合においても、スコアは１が上限とされる。 

   例えば、中等教育在学率に関して、男子よりも女子の方が、在学率が

高い国についても、スコアは 1.000 となる。 

 イ スコアの上限に関する例外 

   健康分野の２項目については、上限が１とはならない。すなわち、新

生児の男女比率については、出生時の自然な男女比が、女児 100 人に対

して男児 105 人前後とされていることから、スコアの上限は 0.944 に設

定されている。また、健康寿命については、女性の方が男性よりも５年

程度長いことから、上限は 1.060 に設定されている。 

 

                                                   
90
 この項目中のＧＧＩに関する数値は、世界経済フォーラム「Global Gender Gap Report 2021」

に基づいている。 
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(4) その他の留意点 

 ア スコアの差の開きは順位に反映されない 

   順位は、スコアが大きい順に機械的に並べたもので、各国のスコアの

差がどれだけあるかは考慮されない。 

   ４分野のうち、教育分野及び健康分野については、平均スコアは、0.95、

0.96 と高い水準にあり、ばらつきも小さい（0.95 以上の国の数は、教

育が 121 か国、健康が 150 か国）。したがって、スコアにほとんど差が

なくても順位に大きな差がつくことがある。 

 イ 指標の選定及び比重 

   男女共同参画に関する国際的な指数にはＧＧＩのほかに、ジェンダー

開発指数（ＧＤＩ 91） やジェンダー不平等指数（ＧＩＩ 92）がある。指

数によって各国の順位は異なるが、その要因の１つとして、それぞれの

指数の指標（分野及び評価項目）の相違が挙げられる。 

   例えば、ＧＧＩの評価項目には、ＧＩＩで採用されている妊産婦死亡

率や若年女性（15～19 歳）1,000 人当たりの出産数は含まれていない。

それに対し、ＧＩＩの構成指標には、ＧＧＩで採用されている新生児の

男女比率は含まれていない。 

   また、ＧＧＩにおいては、政治分野の比重は 25％であるのに対し、Ｇ

ＩＩでは約 20％、ＧＤＩでは指標に含まれていない。 

 ウ 発表元 

   ＧＧＩを発表している世界経済フォーラムは、世界各国の指導者層の

交流促進を目的とした独立・非営利団体であり、企業や団体からの寄附

金によって支えられている。 

   これに対し、ＧＤＩ及びＧＩＩは、国際連合開発計画（ＵＮＤＰ 93）

の「人間開発報告書」に記載されている。 

 
 
  

                                                   
91
 Gender Development Index 

92
 Gender Inequality Index 

93
 United Nations Development Programme 
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資料３ 諸外国の例 

 

１ 女性国会議員の選出につきクオータ制等の特別措置を行っている

諸外国の例 

【国立国会図書館調査及び立法考査局政治議会調査室・課作成】 

 

Ⅰ 概要 

 クオータ制とは、議員数における男女の均衡を目的とした措置として、議員、

公認候補者又はその志願者における性別割合を憲法若しくは法律によって義務

付け、又は政党等が自主的に規約等に明示的に定める制度を指す。クオータ制の

類型としては、①法律型クオータ、②政党型クオータがあり、法律型クオータに

は主に①－1 議席割当制、①－2 候補者クオータ制がある。それぞれの概要は次

のとおりである。 

①法律型クオータ：憲法又は法律に規定があるもの。 

①－1 議席割当制：あらかじめ女性（又は男性）議員の割合又は人数を定める

ことで、その議席を確保しておく制度。 

①－2 候補者クオータ制：選挙において各政党が擁立する候補者の性別割合を

定める制度。 

②政党型クオータ：候補者数等の性別割合について、憲法又は法律に規定され

ているわけではないが、政党が規約等において自発的に定

めているもの。 

 なお、これらのクオータ制と併せて、政党に対する公的助成制度を通じた動機

付けを用いる国もある。 

 

Ⅱ 代表例 

１－１ 議席割当制  
（1）ルワンダ（二院制 下院：名簿式比例代表制（非公選議席あり）／上院：任

命制）  
 2003 年に制定された憲法により、議会など意思決定機関のポストの少なくと

も 30％を女性に割り当てることとされ、下院については定数 80 人のうち 24 人、

上院については定数 26 人の 30％以上を女性に割り当てることが定められてい

る。下院の 24 人の女性議員は、地方議会及び女性委員会等の特定機関によって

選出される。直接公選により選出される部分についてはクオータ制が導入され

ていない。 
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（2）台湾（一院制 小選挙区比例代表並立制）  
 2005 年の憲法改正により、定数 113 人のうち 34 人が選出される比例代表選挙

における各政党の女性議員の割合は 50％以上でなければならないことが定めら

れている。各政党の当選議員のうち女性の割合が 50％未満である場合、他の政

党の落選した女性候補者のうち得票の高かったものを当選人とする。 

 

１－２ 候補者クオータ制 

（1）イタリア（二院制 両院：小選挙区比例代表並立制）  
 両院とも小選挙区と比例代表（下院は 63 区、上院は 33 区）の並立制である。

選挙法の規定により、両院の選挙ともに、比例区については各政党の候補者名簿

には男女を交互に登載しなければならない。また、小選挙区候補者と各比例区の

名簿の筆頭候補者それぞれについて、下院の場合は全国合計（上院の場合は各州

合計）で同じ性別の候補者が 60％を超えてはならない。 

 

（2）メキシコ（二院制 下院：小選挙区比例代表並立制／上院：混合型）  
2014 年の憲法改正により各政党の候補者を男女同数にすることが義務付けら

れた。両院とも選挙制度は、選挙区選挙と比例代表制の組合せ型であるが、それ

ぞれにおいて男女の候補者は同数でなければならない。 

クオータ制の詳細は選挙法で規定されている。下院の 500 議席のうち 300 議

席を選出する小選挙区では、各政党が擁立する候補者は男女同数でなければな

らない。残り 200 議席を選出する比例代表については、５つの比例区（定数各

40）から成るが、各政党は、名簿に男女を交互に登載しなければならない。また、

５区のうち３区でいずれかの性を名簿１位として、残りの２区でもう一方の性

を名簿１位とし、各区では選挙の度に男性と女性を交互に名簿１位としなけれ

ばならない。上院では、128 議席のうち 96 議席（32 州から各３議席選出される

選挙区選挙）について、各政党が州ごとに擁立する２人（男女１人ずつ）の候補

者のうち、優先順位１位を 16 州で女性、16 州で男性としなければならない。残

り 32 議席（全国一区の比例区）については、各政党は、名簿に男女を交互に登

載しなければならず、選挙の度に男性と女性を交互に名簿の１位にしなければ

ならない。 

 

２ 政党型クオータ  

（1）ドイツ（二院制 下院：小選挙区比例代表併用制／上院：州代表により構成）  
・社会民主党（SPD）：名簿に登載する候補者は男女とも 40％以上とし、原則とし

て、男女を交互に登載しなければならない。 
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・キリスト教民主同盟（CDU）：公職の３分の１以上を女性とする。また、原則と

して候補者名簿の連続する３つの順位のうち１人以上は女性でなければなら

ず、それができない場合は説明責任を負う。 

 

（2）イギリス（二院制 下院：小選挙区制／上院：主として任命制）  
・労働党：候補者を選出する予備選挙の最終候補者リスト（shortlist）を女性に

限定する「女性限定リスト（All Women Shortlist）」制度があり、これが一部

の選挙区で活用されたこともあって女性議員は増加した。ただし、同制度は男

性に対する逆差別ではないかという指摘があり、現在ではほとんど活用されて

いない。 

 

３ 政党に対する公的助成制度を通じた動機付け（参考） 

（1）フランス（二院制 下院：小選挙区２回投票制／上院：間接選挙）  
 男女の公認候補者は同数でなければならない、といういわゆる「パリテ法」が

制定されていて、各政党の候補者数の男女差が全候補者数の２％を超えた場合、

男女の候補者割合の差に 1.5 を乗じた率の政党助成金（得票数割部分 94）が減額

される。例えば男女の候補者割合に 20 ポイントの差がある場合、30％減額され

る。 

 

（2）韓国（一院制 小選挙区比例代表混合制）  
 定数 300 のうち 253 議席を選出する小選挙区では、選挙区の 30％以上に女性

を擁立することが努力義務とされており、小選挙区で一定数以上の女性候補者

を公認した政党には、女性公認補助金が支給される。なお、残り 47 議席を選出

する比例区では、各政党が名簿に登載する候補者は、女性が 50％以上でなけれ

ばならず、奇数順位に女性を割り当てなければならないとする候補者クオータ

制が採用されている。 

 

  

                                                   
94
 フランスの政党に対する公的助成金は、①選挙結果に応じて配分される部分（得票数割）、②上

下両院の議員数に応じて配分される部分（議員数割）、の２部構成であるが、そのうち①にパリ

テ法が適用されている。 
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Ⅲ 諸外国の議会における女性議員の割合とクオータ制の導入状況 

（上位 10 か国及び OECD（経済協力開発機構）加盟国） 

順位  
（注 1） 国名（注 2）  

［下院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

［上院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

クオータ制の導入状況・内容  

1 ルワンダ (* ) 

61.3%（49 人／80 人） 34.6%（9 人／26 人）  
【議席割当制】  
選挙制度下院：名簿式比例代表制（非公選議席あり） 上院：任命制  
（下院）地方議会や特定機関によって選出される非公選の 27 人のう

ち、24 人を女性に割り当てる。  
（上院）定数 26 人のうち、30%以上を女性に割り当てる。  

2 キューバ (*) 
53.4%（313 人／586 人） ―  

【なし】  

3 ニカラグア (*) 

50.6%（46 人／91 人） ―  
【候補者クオータ制】  
選挙制度名簿式比例代表制  
名簿に登載する候補者は、男女同数でなければならず、男女を交互に登

載しなければならない。  

4 メキシコ 

50.0%（250 人／500 人） 49.2%（63 人／128 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度下院：小選挙区比例代表並立制 上院：混合型  
（両院）選挙区及び比例区における候補者は、男女同数でなければなら

ない。比例区では、名簿に男女を交互に登載しなければならない。  

4 アラブ首長国連

邦 (* ) 

50.0%（20 人／40 人） ―  
【議席割当制】  
選挙制度公選制と任命制の混合制  
定数 40 人中、公選と任命でそれぞれ 20 人を選出する。公選で選出され

た議員と合わせて男女が 20 人ずつになるように任命議員が選出され

る。  

6 ニュージーランド 
49.2%（59 人／120 人） ―  

【なし】  

7 アイスランド 

47.6%（30 人／63 人） ―  
【政党型クオータ】  
選挙制度名簿式比例代表制  
・進歩党及び社会民主同盟：名簿に登載する候補者は、男女とも 40%以

上でなければならない。  
・左派緑運動党：名簿に登載する候補者は、男女同数でなければならな

い。  

8 コスタリカ 

47.4%（27 人／57 人） ―  
【候補者クオータ制】  
選挙制度名簿式比例代表制  
名簿に登載する男女の候補者数の差は 1 を超えてはならず、男女を交互

に登載しなければならない。  

9 南アフリカ (*) 
46.9%（186 人／397 人） 37.0%（20 人／54 人）  

【なし】  

10 グレナダ(* ) 
46.7%（7 人／15 人） 15.4%（2 人／13 人）  

【なし】  
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順位  
（注 1） 国名（注 2）  

［下院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

［上院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

クオータ制の導入状況・内容  

13 スウェーデン 

46.1%（161 人／349 人） ―  
【政党型クオータ】  
選挙制度名簿式比例代表制  
・社会民主労働党：名簿には、男女を交互に登載しなければならない。  
・中央党：名簿に登載する候補者は、男女とも 40%以上でなければなら

ない。  

14 フィンランド 
45.5%（91 人／200 人） ―  

【なし】  

15 ノルウェー 

45.0%（76 人／169 人） ―  
【政党型クオータ】  
選挙制度名簿式比例代表制  
・労働党：名簿に登載する候補者は男女同数でなければならず、名簿の

1 位と 2 位は異なる性の候補者でなければならない。  
・中央党：名簿に登載する候補者は、男女とも 40%以上でなければなら

ない。  
    

18 スペイン 

43.0%（150 人／349 人） 39.3%（104 人／265 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度下院：名簿式比例代表制 上院：混合制  
（下院）名簿に登載する候補者は、名簿全体についても、上位から数え

て 5 人ずつのグループ内でも、それぞれ男女とも 40%以上でなければ

ならない。  
（上院）名簿に登載する候補者は、名簿全体についても、上位から数え

て 5 人ずつのグループ内でも、男女の割合は可能な限り等しくしなけ

ればならない。  
（両院）定数が 5 未満の選挙区については、男女のバランスを考慮しな

ければならない。  
    

20 スイス 

42.5%（85 人／200 人） 28.3%（13 人／46 人）  
【政党型クオータ】  
選挙制度下院：名簿式比例代表制  上院：各州から 2 人又は 1 人選出  
・社会民主党：（下院）名簿に登載する候補者は、女性が 40%以上でな

ければならない。  
    

22 ベルギー 

42.0%（63 人／150 人） 48.3%（29 人／60 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度両院：名簿式比例代表制  
（両院）名簿に登載する男女の候補者数の差は 1 を超えてはならない。

名簿順位が 1 位と 2 位の候補者は同性であってはならない。  
    

24 オーストリア 

41.5%（76 人／183 人） 41.0%（25 人／61 人）  
【政党型クオータ】  
選挙制度下院：名簿式比例代表制 上院：任命制  
・国民党：（下院）名簿に登載する候補者は、女性が 33.3%以上でなけ

ればならない。  
・社会民主党：（下院）名簿に登載する候補者は、女性が 40%以上でな

ければならない。  
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順位  
（注 1） 国名（注 2）  

［下院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

［上院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

クオータ制の導入状況・内容  

26 オランダ 

40.7%（61 人／150 人） 32.0%（24 人／75 人）  
【政党型クオータ】  
選挙制度下院：名簿式比例代表制 上院：任命制  
・労働党：（下院）原則として、名簿には、男女を交互に登載しなけれ

ばならないが、年齢や民族など他の要素も考慮される。  
    

32 デンマーク 
39.7%（71 人／179 人） ―  

【なし】  

33 フランス 

39.5%（228 人／577 人） 35.1%（122 人／348 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度下院：小選挙区 2 回投票制 上院：間接選挙  
（下院）男女の公認候補者は同数でなければならない。男女差が全候補

者数の 2%を超えた場合は、政党助成金が減額される。  
（上院）比例代表制部分について、名簿には、男女を交互に登載しなけ

ればならない。  
    

37 ポルトガル 

37.0%（85 人／230 人） ―  
【候補者クオータ制】  
選挙制度名簿式比例代表制  
名簿に登載する候補者は、男女とも 33.3%以上でなければならない。ま

た、名簿で同性の候補者を 3 人以上連続して登載してはならない。違反

した場合は、政党助成金が減額される。  
【政党型クオータ】  
・社会党：名簿に登載する候補者は、男女とも 33.3%以上でなければな

らない。また、名簿で同性の候補者を 3 人以上連続して登載してはな

らない。名簿順位が 1 位と 2 位の候補者は同性であってはならない。  
    

39 イタリア 

36.4%（229 人／630 人） 35.0%（112 人／320 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度両院：小選挙区比例代表並立制  
（両院）候補者名簿には、男女を交互に登載しなければならない。  
（下院）各候補者名簿又は各候補者名簿連合に連結した小選挙区候補者

を全国で合計した場合、また、各候補者名簿の筆頭候補者を全国で合

計した場合、男女とも 60%を超えてはならない。  
（上院）下院とほぼ同様であるが、同性の候補者の割合を算定する単位

を、全国ではなく各州とする。  
    

42 チリ 

35.5%（55 人／155 人） 24.0%（12 人／50 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度両院：名簿式比例代表制  
（両院）名簿に登載する候補者は、男女とも 60%を超えてはならない

（2029 年までの選挙で適用）。  
（下院）候補者クオータ制と併せて、選出された女性議員数に応じて、

政党助成金が増額される。  
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順位  
（注 1） 国名（注 2）  

［下院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

［上院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

クオータ制の導入状況・内容  

44 ドイツ 

34.9%（257 人／736 人） 33.8%（24 人／71 人）  
【政党型クオータ】  
選挙制度下院：小選挙区比例代表併用制 上院：州代表により構成  
・社会民主党：（下院）名簿に登載する候補者は、男女とも 40%以上で

なければならない。特段の規定が設けられない場合、名簿には、男女

を交互に登載しなければならない。  
・キリスト教民主同盟：（下院）名簿に登載する候補者は、連続する 3

順位のうち 1 人以上は女性でなければならない。登載できない場合、

説明責任を負う。  

45 イギリス 

34.5%（224 人／649 人） 28.6%（222 人／776 人）  
【政党型クオータ】  
選挙制度下院：小選挙区制 上院：主として任命制  
・労働党：（下院）予備選挙の最終候補者リストを女性に限定する「女

性限定リスト（All Women Shortlist）」制度があるが、現在はほとん

ど活用されていない。  
    

50 ルクセンブルク 

33.3%（20 人／60 人） ―  
【候補者クオータ制】  
選挙制度名簿式比例代表制  
名簿に登載する 60 人の候補者は、男女とも 24 人以上でなければならな

い。女性候補者の割合が 30%未満の場合、政党助成金の 75%が減額され

る。  
【政党型クオータ】  
・左派党：名簿に登載する候補者は、男女同数でなければならない。  

    

57 オーストラリア 

31.1%（47 人／151 人） 53.3%（40 人／75 人）  
【政党型クオータ】  
選挙制度下院：選択投票制 上院：単記移譲式投票制  
・労働党：（下院）①労働党が議席を有する選挙区、②労働党が議席を

有していないが接戦が見込まれる選挙区、③その他の選挙区、のそれ

ぞれのカテゴリーについて、45%（2025 年以降の選挙では 50%）以上

の選挙区の候補者は、女性でなければならない。  
    

59 カナダ 
30.5%（103 人／338 人） 48.9%（45 人／92 人）  

【なし】  
    

61 イスラエル 

30.0%（36 人／120 人） ―  
【政党型クオータ】  
選挙制度名簿式比例代表制  
・リクード：全国一区の比例区における名簿に登載する候補者のうち、

少なくとも 10 位、20 位、24 位、29 位、34 位は女性でなければなら

ない。  
・労働党：名簿に登載する候補者のうち、順位が連続する 10 人のうち 2

人以上は女性でなければならない。また、少なくとも 5 位、9 位、14
位、19 位、24 位、29 位、34 位、36 位、39 位、42 位、45 位の候補

者は女性でなければならない。  
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順位  
（注 1） 国名（注 2）  

［下院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

［上院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

クオータ制の導入状況・内容  

66 スロベニア 

28.9%（26 人／90 人） 10.0%（4 人／40 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度下院：名簿式比例代表制 上院：間接選挙  
（下院）名簿に登載する候補者は、男女とも 35%以上でなければならな

い（候補者が 3 人の名簿の場合は、男女を少なくとも 1 人ずつ登載

しなければならない）。  
【政党型クオータ】  
・社会民主党：（下院）名簿に登載する候補者は、男女とも 40%以上で

なければならない。  
    

69 リトアニア 

28.4%（40 人／141 人） ―  
【政党型クオータ】  
選挙制度小選挙区比例代表並立制  
・社会民主党：比例区の候補者名簿において、いずれの性の候補者も

60%を超えることはできない。名簿には、男女を交互に登載しなけれ

ばならない。  

70 ポーランド 

28.3%（130 人／460 人） 24.0%（24 人／100 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度下院：名簿式比例代表制 上院：小選挙区制  
（下院）名簿に登載する候補者は､男女とも 35%以上でなければならない。  

71 アメリカ 
28.1%（121 人／430 人） 24.0%（24 人／100 人）  

【なし】  
    

80 ラトビア 
27.0%（27 人／100 人） ―  

【なし】  
    

91 エストニア 
25.7%（26 人／101 人） ―  

【なし】  

92 チェコ 
25.5%（51 人／200 人） 14.8%（12 人／81 人）  

【なし】  
    

100 アイルランド 

23.1%（37 人／160 人） 39.0%（23 人／59 人）  
【候補者クオータ制】  
選挙制度下院：単記移譲式比例代表制 上院：任命制＋職能代表  
（下院）名簿に登載する候補者は、男女とも 30%（2023 年以降の選挙

では 40%）以上でなければならない。違反した場合は、政党助成金が

50%減額される。  
    

109 スロバキア 
21.3%（32 人／150 人） ―  

【なし】  

110 ギリシャ 

21.0%（63 人／300 人） ―  
【候補者クオータ制】  
選挙制度名簿式比例代表制  
名簿に登載する候補者は、男女とも 40%以上でなければならない。  

    



  

291 

 

順位  
（注 1） 国名（注 2）  

［下院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

［上院］女性議員の割合  
（女性議員数／現員数）（注 1）  

クオータ制の導入状況・内容  

125 韓国 

18.6%（55 人／295 人） ―  
【候補者クオータ制】  
選挙制度小選挙区比例代表混合制  
比例区では、名簿に登載する候補者は、女性が 50%以上でなければなら

ず、奇数順位に女性を割り当てなければならない。  
小選挙区では、選挙区のうち 30%以上に女性を擁立するように努めなけ

ればならない。小選挙区で一定数以上の女性を公認した政党には女性公

認補助金が支給される。  
    

132 トルコ 
17.4%（101 人／582 人） ―  

【なし】  
    

151 ハンガリー 

13.1%（26 人／199 人） ―  
【政党型クオータ】  
選挙制度小選挙区比例代表併用制  
・社会党：名簿に登載する候補者は、女性が 20%以上でなければならな

い。  
    

（注 3）  

― コロンビア 

（注 3）  （注 3）  

【候補者クオータ制】  
選挙制度両院：名簿式比例代表制  
（両院）定数が 5 議席以上の選挙区では、名簿に登載する候補者は、男

女とも 30%以上でなければならない。政党助成金の 5%は、女性議員

数に応じて配分される。  

 
（凡例） 

・本表は、女性議員割合の上位 10 か国と OECD 加盟国を対象に、女性議員比率・数、クオータ制

採用の有無とその内容について、下院（又は一院制議会）の女性議員割合の順に並べたもので

ある。 

・クオータ制の情報は、原則として、国際民主化選挙支援機構（International IDEA）ウェブサ

イト内の Gender Quotas Database による（2022 年 5 月 19 日最終アクセス）。 

・「クオータ制の導入状況・内容」の１行目にはクオータ制の類型を、クオータ制を導入している

国については２行目に国政レベルの議会の選挙制度を記した。 

・国政選挙に関するクオータ制のみを対象とした。Gender Quotas Database でクオータ制を採用

していると書かれていても、地方選挙に関するクオータ制しかない場合は【なし】とした。 

・Gender Quotas Database の政党型クオータ（Voluntary Political Party Quotas）には、党役

員に関するクオータなどについて書かれている場合がある。ニュージーランド、南アフリカ、

カナダ、スロバキア及びトルコは、同データベースで政党型クオータを採用していると書かれ

ているが、党規約などを確認して、議員や候補者に関するクオータでないと判断したため、「政

党型クオータ」ではなく「なし」とした。 

・政党型クオータの採用例は、下院で現在議席を有している政党のみを取り上げた。複数の政党

がクオータを採用している場合は、下院（又は一院制議会）の議席数の多い主な政党について

記した。 

・候補者クオータ制を採用している国で、政党型クオータを採用する政党があるときは、候補者

クオータ制の内容を超えて女性候補者を優遇する措置を採っている場合のみ政党型クオータに

ついても記した。 

・政党助成金については、女性議員数や候補者数によって助成額が変動する制度のみを取り上げ
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た。政党助成金の使途を女性候補者の支援などに限定する制度については記さなかった。 

 

（注 1）順位及び議員数は、列国議会同盟（Inter-Parliamentary Union. 全 193 か国・地域） 

ウェブサイトの 2022 年４月１日現在の情報による。一院制の場合は、下院の欄に記入し

た。 

（注 2）国名に(*)を付した国は OECD 非加盟国であり、その他は OECD 加盟国である。 

（注 3）コロンビアは、2022 年３月に両院とも選挙が行われたが、IPU ウェブサイトに選挙後の

情報が掲載されていない。 

 

（主な参考資料） 

  本表は、以下の資料等を参考に、国立国会図書館調査及び立法考査局政治議会調査室・課が作

成したものである。 

・Inter-Parliamentary Union website  

<https://data.ipu.org/women-ranking?month=4&year=2022> 

・“Gender Quotas Database.” International IDEA website 

<https://www.idea.int/data-tools/data/gender-quotas> 

・宮畑建志「女性議員の増加を目的とした措置―諸外国におけるクオータ制の事例―」『レファレ

ンス』778 号, 2015.11, pp.47-66. 

・「政治分野における男女共同参画」内閣府男女共同参画局ホームページ 

 <https://www.gender.go.jp/policy/seijibunya/index.html> 

・各国法令、各政党ウェブサイト 

 

  

https://data.ipu.org/women-ranking?month=4&year=2022
https://www.idea.int/data-tools/data/gender-quotas
https://www.gender.go.jp/policy/seijibunya/index.html
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２ 諸外国議会における産前産後、配偶者の出産、育児等により議会

を欠席する場合の表決権の行使 

【国立国会図書館調査及び立法考査局政治議会調査室・課作成】 

 

Ⅰ 概要 

 国会議員が産前産後、配偶者の出産、育児等により議会を欠席する場合、当該議

員は議場において表決権を行使することができない。 

 国会議員が議会を欠席する場合の対応として、①代理議員、②代理投票、③オン

ライン投票、④ペアリングがある。それぞれの概要は次のとおりである。 

 ①代理議員：欠席の期間中、指定された者が、当該議員に代わって議員の職務を

行う。また、委員会について、これとは別に代理委員の制度があり、

指定された議員が当該議員に代わって委員の職務を行う。 

 ②代理投票：欠席議員に代わって他の議員が投票する。 

 ③オンライン投票：欠席議員が、議場外から投票する。 

 ④ペアリング：欠席議員と反対の立場の議員が投票を行わないことで、投票結果

に影響を与えないようにする。 

 調査対象は、列国議会同盟（Inter-parliamentary Union）の調査（2022 年４月

１日時点）に基づく二院制議会の下院又は一院制議会に占める女性議員割合の順

位が 10 位内の国 95及び OECD（経済協力開発機構）加盟国である。Ⅱにおいてそれ

ぞれの対応を採用する代表的な国の事例をまとめるとともに、Ⅲとして一覧表を

掲載した。なお、これらの事例には、産前産後、配偶者の出産、育児等により議会

を欠席することを明示的な要件としていないものも含めている。 

 

Ⅱ 代表例 

１ 代理議員  

（1）スウェーデン（一院制）  

 議員には、代理議員が置かれる（統治法 96第３章第２条）。代理議員は、議員ごと

に選挙され（統治法第３章第９条）、議員に１か月以上の請暇が認められた場合に

は、代理議員がその職務を代理する（統治法第４章第 13 条、議会法第５章第３条）。 

 なお、上記の代理議員とは別に、委員会については、代理委員が置かれ、正規の

                                                   
95
 “Monthly ranking of women in national parliaments.” Parline website 

<https://data.ipu.org/women-ranking?month=4&year=2022> 
96
 憲法を構成する 4 つの基本法の 1 つである。山岡規雄『各国憲法集(11) スウェーデン憲法 第

２版』（調査資料 2020-1-a：基本情報シリーズ 28）国立国会図書館, 2021, p.2. 

<https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11645996_po_202001a.pdf?contentNo=1> 

https://data.ipu.org/women-ranking?month=4&year=2022
https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11645996_po_202001a.pdf?contentNo=1
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委員と併せて選出される（議会法第 12 章第９条）。 

 
（2）オランダ（下院・上院）  

 両院ともほぼ同じ制度であることから、ここではまとめて記述する。 

 議員は、妊娠及び出産並びに病気を理由として、その職務を一時的に代理させる

ことが認められている（憲法第 57a 条、選挙法第 X10～X12 条）。議員の請求に基づ

き、議長は当該議員の一時的な代理の可否を決定する。代理期間は 16 週間を上限

とする。中央選挙管理委員長が、代理議員を指名する。通常は、当該議員の政党名

簿で落選した候補者の最も高い順位の者を代理議員として指名する 97。 

 なお、上記の代理議員とは別に、委員会については、一部の委員会を除き代理委

員が置かれ、正規の委員と併せて任命される（下院規則第 25 条、上院規則第 36

条）。 

 

２ 代理投票  

（1）イギリス（下院）  

 新たに子の親又は養親等となる議員について、許可された期間内で、当該議員が

代理投票の申請時に指定した議員による代理投票が認められる。議員は、指定され

た議員との間で、いつ、どのように代理投票を行うかについて合意しなければなら

ない 98。 

 代理投票は、公法案・私法案に関する本会議及び全院委員会における分列表決 99

並びに議長、副議長及び特別委員会委員長の選挙において可能である。 

 
（2）フランス（下院・上院）  

 両院ともほぼ同じ制度であることから、ここではまとめて記述する。 

 代理投票は、憲法により認められている（憲法第 27 条第３項）。代理投票が認め

られる事由の１つとして、議員の移動が妨げられる程度の病気、事故又は家族の事

情が規定されている（議員に対して例外的に表決権の委任を許可する組織法律を

                                                   
97

 選 挙 法 第 X10 ～ X12 条 ; “Tijdelijke vervanging volksvertegenwoordigers.” De 

Nederlandse Grondwet website  

<https://www.denederlandsegrondwet.nl/id/vhnnmt7levz2/tijdelijke_vervanging> 
98
 下院規則第 39A 条; “Proxy Voting Scheme (updated 23 July 2021).” UK Parliament 

website <https://www.parliament.uk/globalassets/july-2021-proxy-voting-scheme.pdf> 
99
 発声表決における議長の宣告に対して異議が申し立てられた場合に行われる公式に賛否を数

える表決方法。議員は、その賛否に応じて２列に分かれ、それぞれ別のドアから議場の外に出る。

議場の外には左右に、賛成者用と反対者用の各廊下がある。議員はこの廊下から別々のドアを通

って議場に入り、その際に賛否それぞれの側から議長が指名した議員（計算係）が人数を数える。

濱野雄太「イギリスの議会制度」『調査と情報―ISSUE BRIEF―』1056 号, 2019.5.28, p.6. 

<https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11286064_po_1056.pdf?contentNo=1> 

https://www.denederlandsegrondwet.nl/id/vhnnmt7levz2/tijdelijke_vervanging
https://www.parliament.uk/globalassets/july-2021-proxy-voting-scheme.pdf
https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11286064_po_1056.pdf?contentNo=1
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定める 1958 年 11 月７日のオルドナンス第 58-1066 号 100第１条）。 

 表決を委任するためには、署名のある書面を、委任議員から受任議員に送付し、

委任議員は、欠席する表決の開始前までに、議長に受任議員名及び欠席の事由を通

告しなければならない。委任の書面及び通告においては、委任期間を示さなければ

ならず、示されない場合にはその期間は８日間とみなされる。委任は委任期間満了

とともに失効するが、期間内であれば更新し、又は撤回することができる。緊急の

場合には、署名のある書面による追認を条件に、委任及び通告を電信により行うこ

とができる（同オルドナンス第２条）。 

 なお、代理投票は、本会議及び委員会において認められている（下院規則第 44

条及び第 62 条、上院規則第 63 条及び第 64 条）。 

 

（3）ニュージーランド（一院制）  

 代理投票は、政党表決及び個人表決 101において行うことができる。 

 政党表決 102においては、各政党の党首又は院内幹事は、当該政党の欠席議員を代

理して投票することができる。政党表決における代理投票には、原則として、当該

政党の議員数の 25%103以下までとの制限があるが、自らの病気若しくは家族の事情

又は公的な事務への出席という理由により議長から欠席の許可を得た場合（議院

規則第 39 条第１項）は、この制限の対象外である（同第 146 条第３項）。 

 個人表決 104においては、議員は、他の議員に対して投票を委任することができる。

投票の委任状には、①委任議員の名前、②委任をした日、③委任の期間又は議事、

④受任議員の名前、⑤委任議員の署名を記載しなければならない。委任議員は、投

票前であればいつでも当該委任を撤回し、又は変更することができる（同第 152

                                                   
100

 Ordonnance n°58-1066 du 7 novembre 1958 portant loi organique autorisant 
exceptionnellement les parlementaires à déléguer leur droit de vote. なお、オルドナン

スとは、議会の承認を経て法律の効力を得る行政立法を指す。大山礼子『フランスの政治制度 改

訂版』東信堂, 2013, p.58. 
101

 政党表決及び個人表決は、発声表決に引き続いて更なる正式な表決が求められた場合に行わ

れる表決方法。 
102

 政党を単位として投票する方法。各政党の党首又は院内幹事が所属議員の票をまとめて投票

する。所属政党内で意見が異なる場合は、賛成、反対又は棄権の分類でまとめて投票することも

できる。また、代理投票を含めることもできる。次に無所属議員が投票する。続いて所属政党の

立場に反対の議員が投票し、最後に所属政党の立場に反対の代理投票が行われる（議院規則第 143

～145 条）。David McGee, Parliamentary Practice in New Zealand , 4th ed., Wellington: 

Dunmore Publishing Limited, 2017, p.249. <https://www.parliament.nz/en/visit-and-

learn/how-parliament-works/parliamentary-practice-in-new-zealand/>; “Party Vote.” 

New Zealand Parliament website <https://www.parliament.nz/en/visit-and-learn/how-

parliament-works/glossary/#P> 
103

 小数点以下は、切り上げて計算する。例えば、５人の政党は、２人まで代理投票ができる。

McGee, ibid., p.250. 
104

 個人表決は、道義的事項について、分列表決により行われる（議院規則第 148 条）。McGee, 

op.cit.(102), p.253. 

https://www.parliament.nz/en/visit-and-learn/how-parliament-works/parliamentary-practice-in-new-zealand/
https://www.parliament.nz/en/visit-and-learn/how-parliament-works/parliamentary-practice-in-new-zealand/
https://www.parliament.nz/en/visit-and-learn/how-parliament-works/glossary/%23P
https://www.parliament.nz/en/visit-and-learn/how-parliament-works/glossary/%23P
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条）。 

 

３ オンライン投票  

〇スペイン（下院・上院）  

 両院ともほぼ同じ制度であることから、ここではまとめて記述する。 

 オンライン投票が認められる事由の１つとして、議員の妊娠、出産及び育児の場

合が定められている。議院理事部 105は、議員に対し、本会議における表決について

議員本人によるオンライン投票を認めることができる。ただし、下院においては、

本会議において議案を分割して行う採決及び修正案の採決がなく、かつ投票の方

法及び時期が予見可能な場合に限られる（下院規則第 82 条第２項）。上院におい

ては、このような制限はない（上院規則第 92 条第３項）。 

 なお、オンライン投票が認められた場合は、表決において出席として集計される

（下院規則第 79 条第３項、上院規則第 93 条第３項）。 

 
４ ペアリング  

（1）アメリカ（下院・上院）  

（a）下院  

 下院では、賛否表決 106の際、ペアリングを行うことが認められている（下院規則

第 20 条第３項）。ペアリングを行う出席議員は投票を行うが、２回目の点呼後か

ら投票結果の発表までに、投票を取り消すとともにペアリングを行う旨の意思表

示を行い、ペアリングの相手の欠席議員の名前及び自らと異なる投票内容を明ら

かにする。ペアリングを行った出席議員の投票は総投票数から除外される。なお、

可決の要件が３分の２以上の賛成を要する場合は、賛成２人と反対１人の３人で

行われる。また、会議録の投票結果の記載においては、ペアリングを行った議員及

びその投票内容が掲載される 107。 

                                                   
105

 議長、副議長（下院は４人、上院は２人）及び書記担当議員（４人）により構成され、議院の

運営・管理を行う。 
106

 出席議員の５分の１以上の要求があるときに行われる表決方法。下院では、電子投票装置を用

いる。装置が不調の場合は、各議員名をアルファベット順に読み上げ、議員の賛成（Yea）、反対

（Nay）の応答を数える。個々の議員の賛否等は会議録に記載される。上院では点呼表決と呼ば

れ、電子投票装置は用いない。髙澤美有紀「アメリカ合衆国の議会制度」『調査と情報―ISSUE 

BRIEF―』1045 号, 2019.3.7. p.5.  

<https://dl.ndl.go.jp/view/prepareDownload?itemId=info%3Andljp%2Fpid%2F11247815&conte

ntNo=1> 
107

 Jason A. Smith, Constitution Jefferson’s Manual and Rules of the House of 

Representatives, Washington, D.C.: GPO, pp. [881]-[882].  

<https://www.govinfo.gov/content/pkg/HMAN-117/pdf/HMAN-117.pdf>; Charles W. Johnson et 

al., House Practice: A Guide to the Rules, Precedents, and Procedures of the House, 

Washington, D.C.: GPO, 2017, p.954; Christopher M. Davis, “Pairing in Congressional 

https://dl.ndl.go.jp/view/prepareDownload?itemId=info%3Andljp%2Fpid%2F11247815&contentNo=1
https://dl.ndl.go.jp/view/prepareDownload?itemId=info%3Andljp%2Fpid%2F11247815&contentNo=1
https://www.govinfo.gov/content/pkg/HMAN-117/pdf/HMAN-117.pdf
https://crsreports.congresws.gov/product/pdf/RS/98-970
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 なお、下院規則に規定はないが、欠席議員からの申出により、全会一致合意に

基づき、賛否表決の場合に、どのように投票するつもりであったかについての声

明を会議録に掲載することが認められている。ペアリングは近年用いられなくなっ

ており、現在は、この方法を用いることが一般的である108。 

 
（b）上院  

 上院規則上、ペアリングについての規定はない。ペアリングは上院の慣行として

議員間の合意に基づき行われる。点呼表決において、議員は理由を明らかにした上

で投票を行わないことができる（上院規則第 12 条第２項）との規定に基づき、ペ

アリングを行う出席議員は、ペアリングの相手の欠席議員とその投票内容を明ら

かにし、自らは異なる立場であり、投票を行わない旨を明らかにする。なお、可決

の要件が３分の２以上の賛成を要する場合は、賛成２人と反対１人の３人で行わ

れる 109。 

 なお、上院規則に規定はないが、欠席議員からの申出により、全会一致合意に基

づき、点呼表決の場合に、どのように投票するつもりであったかについての声明を

会議録に掲載することが認められている 110。 

 
（2）カナダ（下院）  

 ペアリングは、与党及び野党の院内幹事間の合意に基づき、一方の議員が欠席し

たときに、もう一方の議員が投票を取りやめるか、又は欠席することにより行われ

る。また、ペアの議員の登録制度が設けられており、ペアの議員の名前は会議録の

投票結果に続いて掲載される（下院規則第 44.1 条） 111。 

 

                                                   
Voting: The House,” CRS Report, 98-970, 2015.8.25.  

<https://crsreports.congresws.gov/product/pdf/RS/98-970> 
108

 Johnson et al., ibid., p.963; Davis, ibid. 
109

 Floyd M. Riddick et al, Riddick's Senate Procedure: Precedents and Practices, 

Washington, D.C.: GPO, 1992, pp.968-969. <https://www.govinfo.gov/content/pkg/GPO-

RIDDICK-1992/pdf/GPO-RIDDICK-1992-94.pdf>; Martin B. Gold, Senate Procedure and 

Practice, 4th ed., Maryland: Rowman & Littlefield, 2018, p.121. 
110

 Gold, ibid.; Riddick et al, ibid, p.1399. 
111

 “Pairing of Members,” Marc Bosc and André Gagnon eds., House of Commons Procedure 

and Practice, 3rd ed., 2017.  

<https://www.ourcommons.ca/About/ProcedureAndPractice3rdEdition/ch_12_4-e.html#12-4-

4-6> 

https://www.govinfo.gov/content/pkg/GPO-RIDDICK-1992/pdf/GPO-RIDDICK-1992-94.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GPO-RIDDICK-1992/pdf/GPO-RIDDICK-1992-94.pdf
https://www.ourcommons.ca/About/ProcedureAndPractice3rdEdition/ch_12_4-e.html%2312-4-4-6
https://www.ourcommons.ca/About/ProcedureAndPractice3rdEdition/ch_12_4-e.html%2312-4-4-6
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Ⅲ 諸外国議会の事例（女性議員割合上位 10 か国及び OECD 加盟国） 

（注 1）  

順位  国 名（注 2）  下院又は一院制議会  上院  

1 ルワンダ (*) 

【本会議】  
代理投票は認められない。  
（下院の機能を定める組織法第 105
条）  

規定は見当たらない。  

2 キューバ (*) 規定は見当たらない。  
 

―（注 3）  

3 ニカラグア (*) 

代理議員  
（立法権に関する組織法第 20 条、第

27 条）  
【委員会】  
代理委員（立法権に関する組織法第

57 条）  

― 

4 メキシコ  

規定は見当たらない。  【本会議】  
投票は一身専属で、移譲することは

認められない。（上院規則第 93 条第

1 項）  

4 ア ラ ブ 首 長 国 連

邦 (*) 
規定は見当たらない。  
 

― 

6 ニ ュ ー ジ ー ラ ン

ド  

【本会議】  
代理投票（議院規則第 146 条、第 153
条）  

― 

7 アイスランド  

代理議員  
（選挙法第 122 条 ; 議会手続法第 65
条 ; 議院規則第 60 条）  
【委員会】  
代理委員  
（議院規則第 14 条、第 17 条、第 35
条）  

― 

8 コスタリカ  【委員会】  
代理委員（議院規則第 69 条）  

― 

9 南アフリカ (*) 
【委員会】  
代理委員（下院規則第 156 条、第 173
条）  

【委員会】  
代理委員（上院規則第 107 条）  

10 グレナダ (*) 規定は見当たらない。  
 

規定は見当たらない。  

    

13 スウェーデン  

代理議員  
（統治法第 3 章第 2 条、第 4 章第 13
条 ; 議会法第 5 章第 3 条）  
【本会議】  
ペアリング  
【委員会】  
代理委員（議会法第 12 章第 9 条）  

― 

14 フィンランド  

【委員会】  
代理委員  
（憲法第 35 条第 2 項 ; 議院規則第 8
条、第 35 条）  

― 

15 ノルウェー  

代理議員  
（憲法第 65 条 ; 選挙法第 14-1 条 ; 議
院規則第 1 条）  
【委員会】  
代理委員（議院規則第 3 条、第 21 条） 

― 
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（注 1）  

順位  国 名（注 2）  下院又は一院制議会  上院  

18 スペイン  
【本会議】  
オンライン投票（下院規則第 82 条第

2 項）  

【本会議】  
オンライン投票（上院規則第 93 条第

3 項）  
    

20 スイス  

【本会議】  
代理投票は認められない。  
（下院規則第 56 条）  
【委員会】  
代理委員（下院規則第 18 条）  

【委員会】  
代理委員（上院規則第 14 条）  

    

22 ベルギー  【委員会】  
代理委員（下院規則第 22 条）  

【委員会】  
代理委員（上院規則第 21 条第 4 項） 

    

24 オーストリア  

【本会議】  
投票は議員本人が行わなければなら

ない。（下院議事手続法第 64 条第 1
項）  
【委員会】  
代理委員  
（下院議事手続法第 32 条、第 32b 条、

第 32d 条） 

【委員会】  
代理委員（上院規則第 13 条）  

    

26 オランダ  

代理議員  
（憲法第 57a 条 ; 選挙法第 X10-X12
条）  
【委員会】  
代理委員（下院規則第 25 条）  

代理議員  
（憲法第 57a 条 ; 選挙法第 X10-X12
条）  
【委員会】  
代理委員（上院規則第 36 条、第 38
条）  

    

32 デンマーク  

代理議員  
（憲法第 31 条第 4 項 ; 議会選挙法第

84 条、第 85 条、第 92 条 ; 議院規則

第 40 条、第 41 条）  

― 

33 フランス  

【本会議】【委員会】  
代理投票  
（憲法第 27 条第 3 項 ; 議員に対して

例外的に表決権の委任を許可する組

織法律を定める 1958 年 11 月 7 日の

オルドナンス第 58-1066 号 ; 下院規

則第 44 条、第 62 条）  

【本会議】【委員会】  
代理投票  
（憲法第 27 条第 3 項 ; 議員に対して

例外的に表決権の委任を許可する組

織法律を定める 1958 年 11 月 7 日の

オルドナンス第 58-1066 号 ; 上院規

則第 63 条、第 64 条）  
    

37 ポルトガル  

代理議員  
（議員法第 4～6 条、第 9 条 ; 議院規

則第 18 条第 1 項 b)）  
【委員会】  
代理委員（議院規則第 30 条、第 40
条）  

― 

    

39 イタリア  
【委員会】  
代理委員（下院規則第 19 条）  

規定は見当たらない。  

    

42 チリ  

【本会議】  
ペアリング（下院規則第 167 条）  
 

【本会議】  
投票権は、委任することができない。 
（上院規則第 170 条）  
ペアリング（上院規則第 9 条、第 171
条）  
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（注 1）  

順位  国 名（注 2）  下院又は一院制議会  上院  

44 ドイツ  

【委員会】  
代理委員  
（下院規則第 57 条第 2 項）  

【本会議】  
議員（州政府の構成員）は、州政府の

その他の構成員による代理が可能で

ある（基本法第 51 条第 1 項）が、議

決権の行使に当たっては、州ごとに

割り当てられた票を一括して行使す

る（同条第 3 項）。  
【委員会】  
代理委員（上院規則第 11 条第 4 項） 

45 イギリス  【本会議】  
代理投票（下院規則第 39A 条）  

規定は見当たらない。  

    

50 ルクセンブルク  

【本会議】  
代理投票  
（議院規則第 47 条第 11 項～第 13
項）  
【委員会】  
代理委員（議院規則第 23 条第 3 項） 

― 

    

57 オーストラリア  

【本会議】  
代理投票（授乳中である場合に限

る。）  
（授乳中の母親のための特例に関す

る 2008 年 2 月 13 日の決議）  
ペアリング  

【本会議】  
ペアリング  
【委員会】  
代理委員（上院規則第 25 条第 7 項） 

    

59 カナダ  

【本会議】  
ペアリング（下院規則第 44.1 条）  
【委員会】  
代理委員（下院規則第 114 条）  

規定は見当たらない。  

    

61 イスラエル  【委員会】  
代理委員（議院規則第 104 条）  

― 

    

66 スロベニア  
【委員会】  
代理委員（下院規則第 54 条、第 95
条）  

規定は見当たらない。  

    

69 リトアニア  

【本会議】  
投票権は一身専属で、他の議員に移

譲することは認められない。  
（議院規則第 111 条第 4 項）  
【委員会】  
代理委員（議院規則第 10 条、第 45
条）  

― 

70 ポーランド  規定は見当たらない。  
 

規定は見当たらない。  

71 アメリカ  

【本会議】  
ペアリング（下院規則第 20 条第 3 項） 
投票予定に関する声明を会議録に掲

載可。  
【委員会】  
代理投票は認められない。  
（下院規則第 11 条（ f））  

【本会議】  
ペアリング  
投票予定に関する声明を会議録に掲

載可。  
【委員会】  
代理投票（上院規則第 26 条第 7 項

（a）（3））  
    

80 ラトビア  代理議員（議院規則第 5 条、第 6 条） ― 
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（注 1）  

順位  国 名（注 2）  下院又は一院制議会  上院  

91 エストニア  

代理議員  
（議員の地位に関する法律第 6 条、

第 11 条、第 12 条）  
【委員会】  
代理委員  
（議会の議事規則及び内部規則に関

する法律第 26 条第 4 項）  

― 

92 チェコ  規定は見当たらない。  
 

規定は見当たらない。  

    

100 アイルランド  

【本会議】  
ペアリング  
【委員会】  
代理委員（下院規則第 106 条第 2 項） 

【委員会】  
代理委員（上院規則第 82 条第 1 項） 

    

109 スロバキア  

【本会議】  
代理投票は認められない。  
（議院規則第 39 条第 6 項、第 136 条第

2 項（b）） 
【委員会】  
代理委員（欧州問題委員会のみ）  
（議院規則第 58a 条第 2 項）  

― 

110 ギリシャ  【委員会】  
代理委員（議院規則第 35 条）  

― 

    

125 韓国  規定は見当たらない。  
 

― 

    

132 トルコ  規定は見当たらない。  
 

― 

    

151 ハンガリー  【委員会】  
代理委員（議会法第 20 条）  

― 

    

（注 4）  
― コロンビア  

【本会議】  
投票権は一身専属で、移譲及び委任

は認められない。（議会法第 123 条第

3 項）  
【委員会】  
常任委員会では、委員のみが投票す

ることができる。（議会法第 123 条第

2 項）  

【本会議】  
投票権は一身専属で、移譲及び委任

は認められない。（議会法第 123 条第

3 項）  
【委員会】  
常任委員会では、委員のみが投票す

ることができる。（議会法第 123 条第

2 項）  
（注 1）列国議会同盟（Inter₋parliamentary Union: IPU）の調査（2022 年４月１日時点）による､ 

二院制議会の下院及び一院制議会の女性議員割合の順位。 

（注 2）国名に(*)を付した国は OECD 非加盟国であり、その他は OECD 加盟国である。 

（注 3）一院制議会の場合は、「―」と記載した。 

（注 4）コロンビアは、2022 年３月に両院とも選挙が行われたが、IPU ウェブサイトに女性議員割 

合に関する選挙後の情報が掲載されていないため、順位が付されていない。 

 

（出典）“Monthly ranking of women in national parliaments.” Parline website  

<https://data.ipu.org/women-ranking?month=4&year=2022>; 各国議会ウェブサイト; Anne 

Bonewit, “Preparing a Harmonized Maternity Leave for Members of the European 

Parliament - Legal Analysis,” In Depth Analysis, PE556.937, 2016.4.  

<https://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes/IDAN/2016/556937/IPOL_IDA(2016)55693

7_EN.pdf> 等を基に国立国会図書館調査及び立法考査局政治議会調査室・課作成。 

https://data.ipu.org/women-ranking?month=4&year=2022
https://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes/IDAN/2016/556937/IPOL_IDA%282016%29556937_EN.pdf
https://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes/IDAN/2016/556937/IPOL_IDA%282016%29556937_EN.pdf
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資料４ ＩＰＵ「議会のジェンダー配慮への評価」自己評価ツー

ルキット 

 

１ ＩＰＵ「議会のジェンダー配慮への評価」自己評価ツールキット（仮訳） 
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２ ＩＰＵ「議会のジェンダー配慮への評価」自己評価ツールキット 

（セクションＢ）質問（仮訳・原文） 

 

仮訳（衆議院事務局委託） 原文 

質問１－女性の数及び役職 Question 1 – Numbers and positions 
of women 

 当然のことですが、議会制民主主義

は、それが代表している社会を反映

する議会を必要とします。議会への

女性の参加は、したがって民主主義

の問題です。女性の政治参加のスト

ーリーは、世界的に段階的改善が図

られているものの１つですが、議会

にどれだけの女性が存在し、また要

職に就いているかを考慮する必要性

はいまだにあります。 

By definition, parliamentary 
democracy requires a parliament to 
be reflective of those it represents. 
Women’s participation in parliament 
is therefore a question of democracy. 
While the story of women’s political 
participation around the world is 
one of gradual improvement, there is 
still a need to consider how many 
women are in parliament and the 
positions of leadership they hold. 

1.1 議会への女性の選出や任命を可能に

した要因は何ですか？ 

What factors have enabled the 
election or appointment of women to 
parliament? 

 議会への女性の参画拡大を妨げてい

る要因は何ですか？ 

What are the obstacles that hinder a 
greater participation of women in 
parliament?  

1.2 現在の代表性のレベルは満足のいく

ものですか（議員にとって、選挙区に

とって、各国及び国際目標に照らし

て）？ 

Is the current level of representation 
satisfactory (for members of 
parliament; for the constituency; 
according to national and 
international targets)? 

一定数の女性の代表を確保するた

め、どのような仕組みがあります

か？ 

What mechanisms are, or could be, 
in place to ensure a certain 
numerical representation of women? 

あるいは、どのような仕組みが可能

だと考えられますか？ 

1.3 一時的な特別措置（議席割当てなど）

で選出又は任命された女性は、男性

との開かれた競争を経て選出された

女性と同等に認識されていますか？ 

Are women elected or appointed 
through a temporary special 
measure (e.g. reserved seats) 
perceived in the same way as those 
elected through open competition 
with men? 
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1.4 要職に女性が占める割合はどの程度

ですか？ 

What percentage of leadership 
positions are held by women? 

 女性は議会でどのような要職に就い

ていますか？ 

What positions of leadership do 
women occupy in parliament? 

 要職はどのように割り振られていま

すか？ 

How are positions of leadership 
allocated? 

1.5 議会には、女性が要職に登用される

ことを保証する仕組みはあります

か？ 

Are there any measures to 
guarantee women’s access to 
positions of leadership in the 
parliament? 

 ある場合、それはどのような仕組み

ですか？ 

If yes, what are they? 

 ない場合、そのような仕組みは必要

でしょうか？ 

If not, should they be adopted? 

 各委員会は男女で共同委員長を務め

ることが可能ですか？ 

Could, and should, each committee 
be co-chaired by a man and a 
woman? 

 また、そうするべきでしょうか？ 

1.6 全ての委員会に男女の委員がいます

か？ 

Are men and women represented in 
all committees? 

 女性が主な委員である委員会はどこ

ですか？ 

In which committees are women 
mostly represented? 

 女性委員が過少、又は不在の委員会

はどこですか？ 

In which committees are women 
underrepresented or absent? 

 委員会の委員はどのように選出され

ていますか？ 

How is committee membership 
decided? 

 女性の関心事についての固定概念は

委員会の委員構成によって強められ

ていますか？ 

Are stereotypes of women’s interests 
reinforced by committee 
membership? 

1.7 議会における女性及び要職に就いて

いる女性の数の監督はどのように行

われていますか？ 

How is monitoring conducted of the 
number of women working in 
parliament and the leadership 
positions they hold? 

 監督を専門に行う機関がある場合、

その機関は議会に定期的に公式報告

を行う義務を負っていますか？ 

If there is a dedicated monitoring 
body, is that body required to report 
publicly and regularly to 
parliament? 



  

323 

 

質問２－法政策と法的枠組み Question 2 – The legal policy and 
framework 

 法律が男性も女性も差別することな

く、ジェンダー平等を推進するよう

保証することが、議会の根本的役割

です。国のレベルでは、ジェンダー平

等法などのジェンダーに配慮した法

的枠組みを構築することにより、こ

れが達成されます。議会はジェンダ

ー平等を推進するロールモデルにも

なり得ます。例えば、議会内部の手続

や規定がいかなる議員も差別しない

ようにすることができるのです。さ

らに、ジェンダーに配慮した行動計

画や戦略計画を策定し実施すること

も可能です。 

Parliament has a fundamental role 
to play in ensuring that legislation 
does not discriminate against men 
or women and that it promotes 
gender equality. At the national 
level, this is achieved by 
implementing gender-sensitive legal 
frameworks, including gender 
equality laws. Parliaments can also 
be role models in promoting gender 
equality. For instance, they can 
ensure that their own internal 
processes and rules do not 
discriminate against any of their 
members. They can also design and 
implement gender-sensitive plans of 
action and strategic plans. 

2.1 ジェンダー平等を保証するのはどの

ような国内法ですか？ 

What national laws ensure gender 
equality? 

 国の憲法は、どの程度ジェンダーに

配慮していますか？ 

How gender-sensitive is the 
country’s constitution? 

 過去２～５年の間にジェンダー平等

を前進させるため議会で可決した法

律の中で、最も重要なものは何です

か？ 

What are the most significant laws 
that parliament has adopted in the 
past two to five years to advance 
gender equality? 

2.2 ジェンダー平等に関連する法律は議

会でどのように立案又は改正されて

いますか？ 

How are gender equality-related 
laws initiated or amended in 
parliament? 

 このプロセスに改善は必要ですか？ Is there a need to improve this 
process? 

2.3 政府や議会を通じジェンダー主流化

を義務付ける法律や方針はあります

か？ 

Is there a law or policy that 
mandates gender mainstreaming 
across the government and 
parliament? 

 ある場合、議会での実施を監督する

責任は誰（どこ）にありますか？ 

If so, who or what is responsible for 
overseeing its implementation in 
parliament? 

 ない場合、そのような法律や方針は

必要でしょうか？ 

If not, is such a law or policy needed? 
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議会の活動 Parliamentary work 
2.4 既存の法律及び法案が、女子差別撤

廃条約及びその他の国際的又は地域

内でのジェンダー平等の責務に適合

していることを、議会でどのように

確認しますか？ 

How does parliament ensure that 
existing and proposed laws comply 
with the Convention on the 
Elimination of All Forms of 
Discrimination against Women and 
other international and regional 
gender equality obligations? 

2.5 男女への異なる影響を比較するた

め、議会ではジェンダーの観点から

法律を分析しますか？ 

Does parliament analyse laws from 
a gender perspective, so as to 
measure their differing impacts on 
men and women? 

 行う場合、議会で分析の責任を負う

のは誰（どこ）ですか？ 

If so, who or what is responsible for 
that analysis in parliament? 

議会の方針及び慣行 Parliamentary policies and practices 
2.6 議会の規則はジェンダーに配慮した

ものですか？ 

Are the rules of parliament gender-
sensitive? 

 ジェンダーの観点から議会の規則を

分析した場合、誰（どこ）がその分析

の責任を負いましたか？ 

If the rules of parliament have been 
analysed from a gender perspective, 
who or what was responsible for that 
analysis? 

2.7 議会は、ジェンダー平等を推進する

包括的な戦略的計画又は行動計画を

有していますか？ 

Does the parliament have an 
overarching strategic plan or plan of 
action that promotes gender 
equality? 

 有している場合、その計画はどのよ

うに実施、監督、評価されています

か？ 

If so, how is that plan implemented, 
monitored and evaluated? 

 有していない場合、どのようにすれ

ばそのようなジェンダー平等計画を

策定できるでしょうか？ 

If not, how could such a gender 
equality plan be developed? 

2.8 議会に、その他の行動計画はありま

すか？ 

Are there other plans of action in the 
parliament? 

 ある場合、それらの計画はジェンダ

ーに配慮したものですか？  

If so, are they gender-sensitive?  

 それらの計画を確実に監督及び評価

する仕組みはありますか？ 

Are there mechanisms to ensure 
monitoring and evaluation of these 
plans? 

 ない場合、どのようにすればそれら

の計画を、よりジェンダーに配慮し

たものにできるでしょうか？ 

If not, how could these plans become 
more gender-sensitive? 
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質問３－ジェンダー平等の主流化 Question 3 – Mainstreaming gender 
equality 

 ジェンダー平等の組織的取組を確実

に実施し、ジェンダーの観点から法

律、政策、予算の影響を分析するため

には、議会がその仕組みと専門知識

を有する必要があります。そうした

仕組みを議会内の専門委員会や女性

部会に委ねることはできますが、中

心となる窓口のネットワークのよう

な、より非公式な体制にすることも 

可能です。仕組みや体制の形が何で

あれ、全国的女性組織や女性の非政

府団体などの組織との関係は必要不

可欠です。 

Parliaments require mechanisms 
and expertise to ensure that gender 
equality is systematically 
addressed, and that the impact of 
laws, policies and budgets is 
analysed from a gender perspective. 
Those mechanisms could be a 
dedicated parliamentary committee 
or a women’s caucus. But they could 
also be a less formal structure, such 
as a network of focal points. 
Whatever the form of the 
mechanism or structure, 
relationships with organizations, 
such as national women’s 
machineries and women’s 
nongovernmental organizations, are 
essential. 

3.1 議会の業務においてジェンダー平等

の主流化のため、どのような仕組み

や体制を用いていますか？ 

What mechanisms or structures are 
used to mainstream gender equality 
in the work of the parliament? 

 例えば、ジェンダー平等に関する専

門委員会や女性部会はありますか？

ジェンダーに関して中心となる窓口

はありますか？ジェンダーに関する

情報やアドバイスを提供する専門の

部署やチームはありますか？ 

For example, is there a dedicated 
committee on gender equality or a 
women’s parliamentary caucus? Are 
there gender focal points? Is there a 
dedicated gender desk or unit to 
provide information and advice? 

 上記のような仕組みや体制は複数設

ける必要があるでしょうか？ 

Should one or more of the above 
mechanisms or structures be 
established? 

3.2 議会はジェンダー主流化のためどの

ようなツールを作成しましたか？ 

What tools has the parliament 
created for gender mainstreaming? 

 議会ではジェンダーの観点から法律

を評価するためのチェックリストを

作成していますか？ 

Has the parliament developed 
checklists by which to assess 
legislation from a gender 
perspective? 

 議会は性別データにアクセスできま

すか？アクセスできる場合、性別デ

ータはどのように利用されています

か？ 

Does the parliament have access to 
sex-disaggregated data, and if so, 
how are they used? 
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 議会の活動において、ジェンダー平

等の主流化に関連して役立つことが

証明されたツールは他にあります

か？ 

Have any other tools proved useful 
in mainstreaming gender equality 
concerns in the work of the 
parliament? 

 ジェンダー主流化について、十分な

資源は配分されていますか？ 

Are sufficient resources allocated to 
gender mainstreaming? 

3.3 議会においてジェンダー平等に責任

を負う機関は、どの程度効果的に機

能していますか？ 

How effective are the bodies 
responsible for gender equality in 
the parliament? 

 それらの機関は、全国的女性組織、市

民社会組織、民間セクター、メディア

等とどのような関係を築いています

か？ 

What relationships do they have 
with the national women’s 
machinery, civil society 
organizations, the private sector, 
the media and others? 

 それらの機関は十分な権限を有して

いますか？ 

Do they have sufficient powers? 

 それらの機関は十分な資源（スタッ

フ、会議室、予算等の点で）を有して

いますか？ 

How well resourced are they (in 
terms of staff, meeting rooms, 
budget etc.)? 

 それらの機関は、ジェンダー平等を

支援するため、どのような変革を実

行することができましたか？ 

What changes have they been able to 
make in support of gender equality? 

 議会内機関におけるそれらの組織の

位置付けは、見直し又は高める必要

があるでしょうか？ 

Should their positioning in the 
parliamentary organization be 
revised or upgraded? 

3.4 議会に女性部会がある場合、その仕

組みはどうなっていますか？ 

If there is a parliamentary women’s 
caucus, how does it work? 

 どのように組織されていますか？ど

のように意思決定されていますか？ 

How is it organized? How are 
decisions taken? 

 女性部会に参加していない人は、ど

のように受け止めていますか？ 

How do those who are not members 
of the caucus perceive it? 

3.5 ジェンダー平等を扱う議会内機関が

複数ある場合、それらの機関は互い

にどのように関連していますか？ 

Where there is more than one 
parliamentary body dealing with 
gender equality, how do they relate 
to each other? 

 それらの機関間に正式な協力関係は

ありますか？ 

Is there a formal coordination 
mechanism between them? 

 活動上の関係は効果的ですか？ Is the working relationship 
effective? 
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3.6 ジェンダー平等は予算及び予算監視

プロセスで主流化されていますか？ 

Is gender equality mainstreamed in 
the budget and the budget oversight 
process? 

 されている場合、このプロセスで直

面している問題はありますか？ 

If so, are there any difficulties faced 
in this process? 

 されていない場合、このプロセスで

ジェンダー主流化を実現するにはど

のようにすればよいでしょうか？ 

If not, how could gender be 
mainstreamed in this process? 

質問４－議会の文化、環境及び方針 Question 4 – The culture, 
environment and policies of 
parliament 

 女性の議会参画は、男性と比較して

遅れる傾向があります。このため、議

会の設備や手続は通常、男性によっ

て男性向けにつくられています。こ

の結果もたらされたと考えられるこ

との１つが、議会の慣習及びインフ

ラという側面が男女議員に異なる影

響を及ぼすことです。議員は明文化

の有無を問わず、議会制度の規則や

規範に従うことを求められます。そ

れらが議会の文化となり、議員が快

適に（とも限りませんが）任務を遂行

する空間が作られます。その文化に

適応することは容易ではありませ

ん。特に初当選の議員であれば、なお

さらです。 

Women have tended to enter 
parliament later in comparison to 
men. Parliaments’ facilities and 
procedures are therefore usually 
designed by and for men. One 
possible consequence of this is that 
aspects of parliamentary routine 
and infrastructure affect men and 
women parliamentarians in 
different ways. Members of 
parliament are expected to conform 
to their institution’s written and 
unwritten rules and norms. These 
become the parliament’s culture and 
create the space in which members 
feel comfortable (or otherwise) doing 
their jobs. Adjusting to that culture 
can be challenging, particularly 
when members first enter 
parliament. 

4.1 一般的に、議会でジェンダー平等は

どのように捉えられていますか？ 

In general terms, how is gender 
equality perceived in parliament? 

 ジェンダー平等への理解を深め支援

するための方策は取られています

か？ 

Are there measures taken to 
enhance understanding of and 
support for gender equality? 

 議会でジェンダー平等に対する支援

を拡大するには、どのような（他の）

方策が役立つでしょうか？ 

What (other) measures would be 
useful to enhance support for gender 
equality in parliament? 
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4.2 議会文化（言葉遣い、慣習、服装規制）

を、ジェンダーの観点からどのよう

に説明しますか？ジェンダーに配慮

していますか、ジェンダーに中立的

ですか、それともジェンダー・ブライ

ンドですか？ 

How would you describe the culture 
(language, customs, dress codes) of 
the parliament with respect to 
gender: is it gender-sensitive, 
gender-neutral or gender-blind? 

4.3 議会内に差別的で女性を蔑視するよ

うな固定概念はありますか？ 

Are there discriminatory and 
derogatory stereotypes about women 
in parliament? 

 ある場合、どのようにすればそうし

た固定概念を取り除くことができま

すか？ 

If so, how can these be eliminated? 

4.4 議事堂の建物を、ジェンダーの観点

から検証したことはありますか？ 

Has the parliamentary building ever 
been reviewed from a gender 
perspective? 

 利用可能なサービスに、主に女性が

必要とするものは含まれています

か？ 

Do services available include those 
mainly sought by women? 

 議事堂の建物は、そこで働く男女の

ニーズにどのように応えています

か？ 

How does the parliament building 
cater to the needs of the women and 
men who work there? 

 議事堂の建物は、乳幼児のいる議員

にどのように対応していますか？例

えば授乳室や保育所、ファミリール

ーム等の特別室はありますか？ 

How does the parliamentary 
building cater to MPs with babies 
and young children? Are there, for 
example, special rooms for 
breastfeeding mothers, a childcare 
centre or a family room? 

 議会に保育施設は整備されています

か？ 

Does parliament provide childcare 
facilities? 

 議会にそのようなインフラを整備す

ることは、どの程度重要ですか？ 

How important is it to have such 
infrastructure in parliament? 

4.5 議会の職場環境で、議員が仕事と家

庭責任のバランスを取ることは可能

ですか？ 

Do the parliament’s conditions of 
work allow MPs to balance work and 
family obligations? 

 会議の時間は、議員が家族と十分な

時間を過ごせるよう設定されていま

すか？ 

Do sitting hours allow MPs to spend 
enough time with their family? 

 議員は十分な育児休暇、出産休暇、父

親育児休暇を付与されていますか？ 

Are MPs given sufficient parental, 
maternity or paternity leave? 
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 育児休暇、出産休暇又は父親育児休

暇を取得している間、その議員の投

票権はどうなりますか？ 

What happens to a member’s vote 
while she or he is on parental, 
maternity or paternity leave? 

4.6 議会は、設備及び象徴的引用の双方

の見地から、ジェンダーに配慮した

職場環境であると言えますか？ 

Can the parliament be considered a 
gender-sensitive work space, in 
terms of both of facilities and 
symbolic references? 

 議会内のオフィススペースと設備の

配置は、どのような基準で決定され

ますか？ 

What criteria determine the 
allocation of office space and 
equipment in the parliament? 

 建物内の部屋の名称は、男女双方の

指導者や歴史上の人物を反映したも

のになっていますか？ 

Do the names of rooms in the 
building reflect both men and 
women leaders and historical 
figures? 

 これに関する決定責任は誰にありま

すか？ 

Who is responsible for taking 
decisions in this regard? 

 建物内に展示される芸術作品は、男

女双方の芸術家が受託しています

か？ 

Has the artwork displayed in the 
building been commissioned from 
women and men artists? 

4.7 議会には、差別や性差別、ハラスメン

トが無い職場を保証するための方針

がありますか？ 

Does the parliament have policies to 
ensure that the workplace is free of 
discrimination, sexism and 
harassment? 

 行為規範はありますか？行動規範

は、議会内で適切な振る舞いができ

るよう、効果的に利用されています

か？ 

Is there a code of conduct? Is it used 
effectively to ensure appropriate 
behaviour in parliament? 

 行為規範は、どのようにすればより

ジェンダーに配慮したものにするこ

とができるでしょうか？ 

How could the code of conduct 
become more gender-sensitive? 

 ハラスメント防止方針及びハラスメ

ントや差別の苦情処理の仕組みはあ

りますか？ 

Is there an anti-harassment policy 
and a mechanism to address 
complaints of harassment and 
discrimination?  

 苦情は効率的かつ効果的に解決され

ていますか？ 

Have complaints been resolved 
efficiently and effectively? 

 差別に対する対策はありますか？ Is there a policy against 
discrimination? 
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4.8 議員に対する出張機会の配分は、ど

のような基準で決定されますか？ 

What criteria determine the 
allocation of travel opportunities for 
members of parliament? 

 出張機会を男性議員と女性議員に公

平に配分するという取決めはありま

すか？ 

Is there agreement that these are 
distributed equitably among men 
and women parliamentarians? 

 ない場合、公平な配分を妨げている

要因は何ですか？ 

If not, what prevents an equitable 
distribution? 

4.9 議会のコミュニケーション（又はメ

ディア）及びアウトリーチ方針は、ジ

ェンダーに配慮していますか、又は

ジェンダーに中立的、ジェンダー・ブ

ラインドですか？ 

Are the communications (or media) 
and public outreach policies of the 
parliament gender-sensitive, 
gender-neutral or gender-blind? 

 ジェンダー平等に関する議会の活動

に、こうした方針をさらに反映させ、

可視化するには、どのようにすれば

よいでしょうか？ 

How could these policies better 
reflect and give visibility to the work 
of the parliament on gender 
equality? 

 議会が作成するコミュニケーション

資料を、ジェンダーの観点から見直

したり、監査したりしたことはあり

ますか？見直しには、ソーシャルメ

ディアのコミュニケーションも含め

ましたか？ 

Has the communications material 
produced by parliament ever been 
reviewed or audited from a gender 
perspective? Did the review include 
communication on social media? 

 議会で公開イベントを開催する際、

男女の参加者は同数ですか？ 

During public events held in 
parliament, do women and men 
participate in equal numbers? 

質問５－男性との責任の共有  Question 5 – Sharing responsibility 
with men    

 

 

多くの社会で、ジェンダー不平等を

延々と持続させる社会規範に対し異

議を唱えることの重要性が、男女双

方にますます認識されてきていま

す。加えて、この問題に対する若い男

性の意識が高まっていることから、

ジェンダー平等に関して男女間でよ

り強固な協力関係が生まれていま

す。男女双方からの支援と参加無し

に、ジェンダー平等を達成すること

はできません。さらに、社会的・経済

In most societies, both men and 
women have become increasingly 
aware of the importance of 
challenging the social norms that 
perpetuate gender inequality. In 
addition, an increasing awareness of 
the same issue among younger men 
has resulted in stronger 
partnerships between men and 
women on gender equality. Gender 
equality cannot be achieved without 
the support and involvement of men 
and women. Moreover, it is 
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的進歩はあらゆる形の不平等の根絶

にかかっていることが、ますます明

白になっています。議員は、もはや政

界における女性の不在は有権者に認

められないことを理解しています。 

increasingly clear that social and 
economic progress depend on the 
eradication of all forms of inequality. 
Parliamentarians understand that 
their electorates no longer accept 
the absence of women from the 
political sphere.    

5.1 

 

ジェンダー平等は男性にとっても重

要であり、男性も責任を負う事案で

あることが、理解されていますか？ 

Is gender equality understood to 
also concern men and to be part of 
their responsibility? 

 男性議員はジェンダー平等に関する

法律の立案や共同提出に関わってき

ましたか？ 

Have men parliamentarians been 
involved in initiating or co-
sponsoring legislation on gender 
equality? 

 一般に男性がこうした問題に取り組

むには、どのような動機付けの要因

がありますか？ 

What factors commonly motivate 
men to address these issues? 

5.2 男性議員はジェンダー平等という公

的立場を取りますか？ 

Do male parliamentarians take 
public stances on gender equality 
and, if so, what particular issues do 
they tend to publicly champion? 

 もしそうである場合、彼らが公に支

持する傾向のある特定の問題は何で

すか？ 

 男性議員はジェンダー平等に関して

審議する際、どの位の頻度で議論に

加わりますか？ 

How regularly do men take the floor 
during parliamentary debates on 
gender equality? 

 男性議員はどの位の頻度で有権者に

ジェンダー平等の問題提起をします

か？ 

How often do men parliamentarians 
raise their constituents’ concerns on 
gender equality issues? 

5.3 男性議員のジェンダー平等問題に対

する取組や貢献について、女性議員

はどのように受け止めていますか？ 

How receptive are women to men’s 
involvement in, and contribution to, 
gender equality issues? 

5.4 

 

男女双方の議員は、ジェンダー平等

を扱う委員会の要職を共に占めるこ

とができるでしょうか、また共有す

るべきでしょうか？ 

Could, and should, men and women 
MPs share the leadership of 
parliamentary committees dealing 
with gender equality? 
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5.5 男女双方の議員に、専門的能力の開

発や研修の機会は提供されています

か？ 

Are there professional development 
or training opportunities provided to 
men and women parliamentarians?  

 そうした機会に、ジェンダー平等問

題に関するセミナーは含まれます

か？ 

Do these include seminars on gender 
equality issues? 

5.6 ジェンダー平等やジェンダー主流化

を扱う研修旅行又は国際代表団に、

男性は含まれますか？ 

Are men included on study tours or 
international delegations dealing 
with gender equality or gender 
mainstreaming? 

5.7 議会をジェンダー・パートナーシッ

プの模範とみなすことはできすか？ 

Can the parliament be considered a 
role model for gender partnership? 

 できる場合、なぜパートナーシップ

は成功したのですか？ 

If so, why has the partnership 
succeeded? 

 できない場合、パートナーシップは

どのようにすれば強化することがで

きるでしょうか？ 

If not, how could the partnership be 
strengthened? 

質問６－政党 Question 6 – Political parties 

 政党は概して、ジェンダー平等につ

いて議会よりも透明性が低く、その

ため、説明責任の意識も低いとされ

ています。しかしながら、政党はます

ます政治組織の支配的な形態であ

り、議員が選出される第一の母体で

す。政治におけるジェンダー平等の

問題を、政党は同等の真剣さをもっ

て取り上げる必要があります。 

Political parties are generally seen 
as less transparent – and therefore 
less accountable – than parliaments 
on gender equality. Yet parties are 
increasingly the dominant form of 
political organization and the 
primary vehicle by which members 
of parliament are elected. The issue 
of gender equality in politics needs 
to be taken equally seriously by 
political parties. 

6.1 ジェンダーに配慮している政党であ

ると定義する要因は何でしょうか？ 

What factors would define a political 
party as gender-sensitive? 

 

 

一般論として、現在の政党は、ジェン

ダーに配慮していると言えますか？ 

In general terms, can the political 
parties currently represented in 
parliament be considered gender-
sensitive? 

6.2 政党は、女性党員の数を増やす必要

がありますか？ 

Is there a need for political parties 
to increase the number of women in 
their ranks? 

 必要がある場合、どのように実現す

べきでしょうか？ 

If so, how should this be done? 
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 政党の管理体制に、ジェンダー・クオ

ータ制は適用されていますか？ 

Are gender quotas applied in the 
governance structure of political 
parties? 

6.3 政党では、活動の取決めや慣行（会議

時間、要職昇進の内部規定や手続な

ど）によって、女性の参加が奨励され

ていますか？ 

Do the work arrangements and 
practices of political parties (such as 
meeting times, internal rules and 
processes for leadership promotion) 
encourage women’s participation? 

 奨励されている場合、グッド・プラク

ティスとしてどのような事例に注目

することができるでしょうか？ 

If so, what examples of good practice 
could be highlighted? 

 奨励されていない場合、こうした取

決めをどのように改善するべきでし

ょうか？ 

If not, how should these 
arrangements be improved? 

6.4 政党は、ジェンダー平等に関する政

策をどのように作成していますか？ 

How do political parties develop 
their policies on gender equality? 

 例えば、政党内に女性部会又はジェ

ンダー平等に関する作業部会や委員

会はありますか？ 

Is there, for example, a women’s 
caucus within the party, or a 
working group or committee on 
gender equality? 

6.5 政党綱領において、ジェンダー平等

はどの程度注目される問題ですか？ 

How prominent are gender equality 
issues in the political party 
platform? 

6.6 政党はジェンダー平等に対する公約

を有権者に伝えていますか？ 

Do political parties communicate 
their commitment to gender equality 
to the electorate? 

 伝えている場合、どのように行って

いますか？ 

If so, how? 

6.7 政党の代表者からジェンダーに対す

る固定概念が感じられますか？ 

Are gender stereotypes conveyed by 
political party representatives? 

 感じられる場合、そのような慣行は

内部でどのように対処されますか？ 

If so, how are such practices dealt 
with internally? 

6.8 該当する場合、院内会派は、ジェンダ

ー平等に関する政策や法律にどのよ

うに影響を与えたり、それらを提案

したりしますか？ 

If applicable, how do parliamentary 
party groups influence or propose 
gender equality policy and 
legislation? 
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質問７－議会スタッフ Question 7 – Parliamentary staff 
 議会は、議院、委員会、議員個人を支

える多くの職員が働く場でもありま

す。多くの議会において、議会スタッ

フの職場環境は公務員のそれと類似

か同等であり、議員の環境とは異な

ります。しかし、議会の会期中は、議

会スタッフの勤務時間は議員と同じ

ことが多く、公務員のそれとは異な

ります。その意味では、議会スタッフ

に適用される方針を見直すメリット

があります。  

Parliament is also a workplace for 
many professionals who support the 
chambers, committees and 
individual members. In many 
parliaments, the working conditions 
of parliamentary staff are similar to, 
or exactly the same as, those of 
government employees and are not 
the same as conditions for 
parliamentarians. However, while 
parliament is in session, 
parliamentary staff can often keep 
the same hours as parliamentarians, 
rather than government employees. 
In this sense, there is merit in 
reviewing the policies that apply to 
parliamentary staff. 

7.1 議会の運営に携わるスタッフの数

は、男女構成比のバランスがとれて

いますか？ 

Is there a gender balance in the 
number of staff working for the 
parliamentary administration? 

とれている場合、そのバランスを得

るために特別な措置が講じられまし

たか？ 

If so, have special measures been 
used to ensure that balance? 

 とれていない場合、そのアンバラン

スを改善するために特別な措置を講

じるべきでしょうか？ 

If not, should special measures be 
adopted to redress the imbalance? 

 性別構成に関して、議会のサービス

間や部署間で差はありますか？ 

Are there disparities among 
parliamentary services or units 
regarding their gender composition? 

 採用機関の構成責任は誰が負います

か？  

Who is in charge of setting up 
recruitment panels?  

機関が組織されるときに、性別要件

は適用されますか？ 

Are gender requirements applied 
when panels are formed? 

7.2 運営の幹部スタッフにおいて、男性

と女性は同等ですか？ 

Are men and women represented 
equally among the senior staff of the 
administration? 

 女性が主導する部局や部署はどこで

すか？ 

Which departments or units are led 
by women? 

   
7.3 議会の運営部門には、差別や性差別、

ハラスメントが無い職場を保証する

ための方針がありますか？ 

Does the parliamentary 
administration have policies to 
ensure that the workplace is free of 
discrimination, sexism and 
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harassment?    
 ハラスメント防止方針及びハラスメ

ントや差別の苦情処理の仕組みはあ

りますか？苦情は効率的かつ効果的

に解決されていますか？ 

Is there an anti-harassment policy 
and a mechanism to address 
complaints of harassment and 
discrimination? Have complaints 
been resolved efficiently and 
effectively? 

 差別に対する対策はありますか？ Is there a policy against 
discrimination? 

 同一賃金方針は整備されています

か？  

Is there an equal pay policy? 

 整備されている場合、男女スタッフ

間の無差別を保証するための仕組み

はどのようなものですか？ 

If so, what mechanisms exist to 
ensure non-discrimination among 
male and female staff? 

7.4 男性と女性には同等の昇進機会があ

りますか？ 

Are there equal development 
opportunities for men and women? 

 こうした機会は男女問わず、全ての

スタッフに提供されますか？ 

Are these provided to all staff, male 
and female? 

 議会スタッフの人事評価に、ジェン

ダー平等に関連する目標は含まれま

すか？ 

Does performance appraisal of staff 
include gender-equality-related 
objectives? 

7.5 議会の職場環境で、議会スタッフが

仕事と家庭責任のバランスを取るこ

とは可能ですか？ 

Do the parliament’s conditions of 
work allow staff to balance work and 
family? 

 議会スタッフに付与される育児休

暇、出産休暇、父親育児休暇は十分な

ものと言えますか？ 

Are staff entitlements to parental, 
maternity or paternity leave 
considered sufficient? 

扶養家族のいる議会スタッフの養育

費及び介護費の負担軽減のため、経

済的支援が提供されていますか？ 

Is financial support provided to staff 
with dependants in order to cater for 
childcare and elderly care expenses? 

議会スタッフは、議会会期中の長時

間勤務に対しどのような手当が支給

されていますか？ 

How are staff compensated for long 
parliamentary sitting hours? 

7.6 議事堂の建物は、乳幼児のいる議会

スタッフにどのように対応していま

すか？ 

How does the parliamentary 
building cater to staff with babies 
and young children? 

授乳室や保育所、ファミリールーム

など、既存の特別室について、議会ス

タッフは利用を認められています

か？ 

Are staff entitled to use any special 
rooms for breastfeeding mothers, 
childcare centres or family rooms 
that exist? 
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 議会に保育施設は整備されています

か？ 

Does parliament provide childcare 
facilities? 

7.7 議会の運営部門のスタッフに、ジェ

ンダー平等の専門家は含まれていま

すか？ 

Does the staff of the parliamentary 
administration include experts on 
gender equality? 

専門スタッフは、全議員又は委員会

などの専門機関にサービスを提供し

ますか？ 

Do the specialized staff provide 
services to all MPs or to a dedicated 
structure such as a parliamentary 
committee? 

ジェンダー担当のスタッフは、議会

でどのように認識されていますか？ 

How are the staff in charge of gender 
perceived in parliament? 

専門スタッフは、事務局の他のスタ

ッフと同一の情報へのアクセス権を

有していますか？ 

Do the specialized staff have access 
to the same information as other 
staff in the secretariat? 

専門スタッフは、全ての法律に関し

て専門家としての助言を提供するこ

とが可能ですか？ 

Are they able to provide expert 
advice on all legislation? 

7.8 ジェンダー平等に取り組む議会スタ

ッフに、専門職への昇進機会は与え

られますか？ 

Are there professional development 
opportunities provided to 
parliamentary staff who work on 
gender equality? 

こうした機会は男女問わず、全ての

スタッフに提供されますか？ 

Are these provided to all staff, male 
and female? 

議会スタッフの人事評価に、ジェン

ダー平等に関連する目標は含まれま

すか？ 

Does performance appraisal of staff 
include gender-equality-related 
objectives? 
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３ ＩＰＵ（列国議会同盟）の概略 
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